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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ １株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の数値は、平成15年３月期から「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第４号)を適用し算出しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４ 従来、記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しておりましたが、平成17年３月期から、百万円未満を四捨

五入して表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第90期 第91期 第92期 第93期 第94期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 159,722 163,514 169,733 197,222 232,441

経常利益 (百万円) 5,558 10,971 17,212 23,709 26,148

当期純利益 (百万円) 1,590 5,516 8,822 15,705 16,257

純資産額 (百万円) 120,238 121,297 131,685 144,660 164,631

総資産額 (百万円) 230,253 216,756 220,185 249,349 291,564

１株当たり純資産額 (円) 617.05 631.12 685.20 757.72 875.00

１株当たり 
当期純利益金額

(円) 8.16 27.97 45.37 81.37 85.89

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 52.2 56.0 59.8 58.0 56.5

自己資本利益率 (％) 1.3 4.6 7.0 11.4 10.5

株価収益率 (倍) 62.0 20.4 18.0 11.9 16.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 17,268 23,117 16,399 22,161 17,468

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,178 △8,751 △9,161 △16,934 △20,663

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,579 △15,956 △9,506 △861 △2,562

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 23,151 21,217 18,654 24,160 19,856

従業員数 (人) 3,077 2,967 2,658 2,721 2,806



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ １株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の数値は、平成15年３月期から「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第４号)を適用し算出しております。 

３ 平成17年３月期の１株当たり配当額には、創立65周年記念配当２円を含んでおります。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

５ 従来、記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しておりましたが、平成17年３月期から、百万円未満を四捨

五入して表示しております。 

  

回次 第90期 第91期 第92期 第93期 第94期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 123,706 126,612 132,622 146,789 170,510

経常利益 (百万円) 8,054 10,879 14,228 17,795 23,008

当期純利益 (百万円) 1,744 3,094 5,966 11,063 14,502

資本金 (百万円) 16,529 16,529 16,529 16,529 16,529

発行済株式総数 (千株) 194,881 194,881 194,881 194,881 194,881

純資産額 (百万円) 115,578 115,593 124,417 133,100 148,283

総資産額 (百万円) 188,821 176,155 182,806 207,303 237,571

１株当たり純資産額 (円) 593.14 601.48 647.41 697.19 788.11

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円) 
(円)

7.00 
(3.50)

7.00
(3.50)

9.00
(4.00)

13.00 
(5.00)

16.00
(7.50)

１株当たり 
当期純利益金額

(円) 8.95 15.55 30.56 57.20 76.61

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 61.2 65.6 68.1 64.2 62.4

自己資本利益率 (％) 1.5 2.7 5.0 8.6 10.3

株価収益率 (倍) 56.5 36.7 26.7 17.0 18.3

配当性向 (％) 78.2 45.0 29.5 22.7 20.9

従業員数 (人) 1,937 1,881 1,774 1,731 1,730



２ 【沿革】 

  

 
  

年月 概要

昭和16年８月 ヲサメ合成化学工業株式会社設立。(現株式会社日本触媒 設立日：８月21日、本社：大阪市、

資本金18万円)

昭和20年６月 戦災によって本社工場を焼失し、本社を吹田工場所在地(吹田市)に移転。

昭和24年４月 社名を「日本触媒化学工業株式会社」に変更。

昭和25年７月 東京都に東京営業所(現東京本社)を設置。

昭和27年５月 大阪証券取引所市場第一部に上場。

昭和27年９月 無水マレイン酸の製造を開始。

昭和28年３月 大光海運株式会社を設立。(現日触物流株式会社 現連結子会社)

昭和28年５月 北浜薬品工業株式会社を設立。(現日本ポリエステル株式会社 現連結子会社)

昭和28年10月 不飽和ポリエステル樹脂の製造を開始。

昭和29年12月 日本蒸溜工業株式会社を設立。(現連結子会社)

昭和30年11月 日宝化学株式会社に資本参加。(現連結子会社)

昭和30年12月 東京ファインケミカル株式会社に資本参加。(現連結子会社)

昭和31年11月 東京証券取引所市場第一部に上場。

昭和34年６月 川崎市に川崎工場(現川崎製造所千鳥工場)を設置し、酸化エチレン、エチレングリコールの製造

を開始。

昭和35年10月 姫路市に姫路工場(現姫路製造所)を設置。

昭和36年７月 本社を大阪市東区高麗橋五丁目１番地(住居表示の変更により、現大阪市中央区高麗橋四丁目１

番１号)に移転。 

吹田工場内に研究所を新設。

昭和42年３月 川崎市に川崎第二工場(現川崎製造所浮島工場)を設置し、酸化エチレン、エチレングリコールの

製造装置を増設。

昭和45年４月 横須賀市に追浜工場(昭和53年５月生産休止)を設置。

昭和45年５月 姫路工場(現姫路製造所)でアクリル酸及びアクリル酸エステルの製造を開始。

昭和47年10月 川崎第二工場(現川崎製造所浮島工場)で高級アルコールの製造を開始。

昭和48年11月 中国化工株式会社に資本参加。(現連結子会社)

昭和56年３月 姫路研究所、川崎研究所を新設。

昭和56年４月 株式会社新立に資本参加。(現連結子会社)

昭和57年９月 姫路製造所でメタクリル酸及びメタクリル酸エステルの製造を開始。

昭和58年６月 姫路製造所内に触媒研究所を新設。

昭和60年４月 姫路製造所で高吸水性樹脂の製造を開始。

昭和63年１月 エヌエイ・インダストリーズInc.(米国)を設立。(現連結子会社)

昭和63年８月 茨城県つくば市に筑波研究所を新設。

平成３年６月 社名を「株式会社日本触媒」に変更。

平成８年８月 PT.ニッポンショクバイ・インドネシア(インドネシア)を設立。(現連結子会社)

平成10年１月 ニッポンショクバイ(アジア)Pte Ltd(シンガポール)を設立。(現連結子会社)

平成11年２月 ニッポンショクバイ・ヨーロッパN.V.(ベルギー)を設立。(現連結子会社)

平成14年３月 住友化学工業株式会社(現住友化学株式会社)との事業交換により、同社のアクリル酸事業を譲受

け、新居浜市に姫路製造所愛媛工場を設置。また、当社のメチルメタクリレートモノマー事業を

同社に譲渡。

平成15年４月 日触化工(張家港)有限公司(中国)を設立。(現連結子会社)

平成16年７月 シンガポール・アクリリックPte Ltd(シンガポール)を取得。(現連結子会社) 

シンガポール・グレーシャル・アクリリックPte Ltd(シンガポール)を取得。(現連結子会社)



３ 【事業の内容】 

(1) 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、子会社21社および関連会社13社で構成され、化学品の

製造販売を主な内容としております。 

当社グループの事業に係わる主な会社の位置付けは、次のとおりであり、事業の区分については、

「第５ 経理の状況 １(1)連結財務諸表注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同様で

あります。 

  

 
(注) 日触物流㈱は、主として当社の製商品の運送を行っており、全ての事業区分に携わっております。 
  

事業区分 主要製品 当該事業にかかわる主な会社の位置付け

基礎化学品事業

アクリル酸 

アクリル酸エステル 

酸化エチレン 

エチレングリコール 

エタノールアミン 

高級アルコール

 当社は、アクリル酸、アクリル酸エステルなどを製造

販売しております。 

 ㈱新立は、当社から主として基礎化学品を仕入れ、販

売しております。また、同社は、商品・原材料を仕入

れ、当社に供給しております。 

 PT．ニッポンショクバイ・インドネシアは、アクリル

酸およびアクリル酸エステルを製造販売しております。 

 シンガポール・アクリリックPte Ltdおよびシンガポー

ル・グレーシャル・アクリリックPte Ltdは、アクリル酸

を製造販売しており、製品の一部をニッポンショクバイ

（アジア）Pte Ltdが販売しております。

機能性化学品事業

高吸水性樹脂 

医薬中間原料 

コンクリート混和剤用ポリマ

ー 

有機・無機微粒子 

よう素 

無水マレイン酸 

不飽和ポリエステル樹脂 

粘接着剤・塗料用樹脂 

樹脂成形品 

粘着加工品

 当社は、高吸水性樹脂、医薬中間原料などを製造販売

しております。 

 エヌエイ・インダストリーズInc.は、米国において高

吸水性樹脂、コンクリート混和剤用ポリマーおよびアク

リル酸系洗剤ビルダーを製造販売しております。同社

は、高吸水性樹脂の原料であるアクリル酸をアメリカ

ン・アクリルL.P.から仕入れております。 

 ニッポンショクバイ・ヨーロッパN.V.は、ベルギーに

おいて高吸水性樹脂を製造販売しております。 

 日触化工(張家港)有限公司は、中国において高吸水性

樹脂を製造販売しております。 

 日宝化学㈱は、よう素、天然ガス、医薬・農薬および

香料原料などを製造販売しております。 

 東京ファインケミカル㈱は、安定剤、防腐剤および不

凍液などを製造販売しております。同社は、不凍液の原

料であるエチレングリコールなどを当社から仕入れてお

ります。 

 日本蒸溜工業㈱は、染料原料などを製造販売してお

り、製品の一部を当社が販売しております。また、同社

は、当社からアクリル酸などを仕入れております。 

 日本ポリエステル㈱は、ジャパンコンポジット㈱から

不飽和ポリエステル樹脂を仕入れ、波板などの樹脂成形

品を製造販売しております。 

 中国化工㈱は、当社から粘接着剤用樹脂などを仕入

れ、粘着加工品などを製造販売しております。 

 日本ポリマー工業㈱は、当社からアクリル酸エステル

などを仕入れ、粘接着剤・塗料用樹脂を製造し、当社が

製品の一部を販売しております。

環境・触媒事業

自動車触媒 

脱硝触媒 

ダイオキシン類分解触媒 

プロセス触媒 

排ガス処理装置

 当社は、自動車触媒などを製造販売しております。 

 ㈱アイシーティーは、当社から自動車触媒を仕入れ、

販売しております。 

 インターナショナル・キャタリスト・テクノロジー

Inc.は、米国において自動車触媒を製造販売しておりま

す。



(2) 当社グループの事業概要図は次のとおりであります。 

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ ※特定子会社に該当します。 

３ 議決権の所有割合の(  )内は、間接所有割合(内数)であります。 

４ ニッポンショクバイ・ヨーロッパ N.V.については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売

上高に占める割合が10％を超えておりますが、当該会社の売上高の所在地別セグメント(欧州)の売上高に占

める割合が100％であるため、主要な損益情報等の記載を省略しております。 

  

名称 住所
資本金又は 
出資金(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合(％)

関係内容

(連結子会社)

日宝化学㈱ 東京都中央区 517 機能性化学品事業 67.9
同社製品(マンデル酸)の仕入 
役員の兼任等：有

日本ポリエステル㈱ 大阪市北区 400 機能性化学品事業 97.8
工場用地及び建物の賃貸 
役員の兼任等：有

日触物流㈱ 大阪市中央区 100
基礎化学品事業
機能性化学品事業 
環境・触媒事業

100.0
当社製商品の運送 
事業用地の賃借及び建物の賃貸 
役員の兼任等：有

東京ファインケミカル㈱ 東京都港区 80 機能性化学品事業
88.0
(5.0)

当社製品(エチレングリコール)の供
給 
工場用地及び建物の賃貸借 
運転資金の貸付 
役員の兼任等：有

中国化工㈱ 岡山県倉敷市 75 機能性化学品事業 89.4

当社製品(粘接着剤用樹脂)の供給並
びに同社製品(粘着加工品)の仕入 
工場用地、建物及び生産設備の賃貸 
役員の兼任等：有

㈱新立 東京都中央区 40
基礎化学品事業
機能性化学品事業 
環境・触媒事業

73.1
当社製商品の販売並びに商品・原材
料の購入 
役員の兼任等：有

日本蒸溜工業㈱ 千葉県市川市 90 機能性化学品事業 85.0

当社製品(アクリル酸)の供給並びに
同社製品の仕入 
債務の保証 
運転資金及び設備資金の貸付 
役員の兼任等：有

エヌエイ・ 
インダストリーズInc.※

アメリカ合衆国
チャタヌガ市

米ドル

1,775 機能性化学品事業 100.0
当社製品(アクリル酸誘導品)の供給 
債務の保証 
役員の兼任等：有

ニッポンショクバイ 
(アジア)Pte Ltd

シンガポール 
共和国

千シンガポール 
ドル 
300

基礎化学品事業 100.0
当社製商品の販売並びに技術及び市
場情報の提供 
役員の兼任等：有

PT.ニッポンショクバイ・
インドネシア※

インドネシア 
共和国 
チレゴン市

千米ドル

120,000 基礎化学品事業 93.7

同社製品(アクリル酸及びアクリル酸
エステル)の仕入 
債務の保証 
役員の兼任等：有

ニッポンショクバイ・ 
ヨーロッパN.V.※

ベルギー王国 
アントワープ

千ユーロ

43,000 機能性化学品事業 100.0
当社製品(アクリル酸及び高吸水性樹
脂)の供給及び販売 
役員の兼任等：有

シンガポール・ 
アクリリック Pte Ltd※

シンガポール 
共和国

千米ドル

27,007 基礎化学品事業 51.0 役員の兼任等：有

シンガポール・ 
グレーシャル・ 
アクリリック Pte Ltd

シンガポール 
共和国

千米ドル

4,000 基礎化学品事業 100.0 役員の兼任等：有

日触化工(張家港) 
有限公司※

中華人民共和国
江蘇省

千米ドル

44,500 機能性化学品事業 100.0
当社製品(アクリル酸)の供給 
債務の保証及び保証予約 
役員の兼任等：有

(持分法適用関連会社)

㈱アイシーティー 大阪市中央区 320 環境・触媒事業 50.0

当社製品(自動車触媒)の供給並びに
原材料の仕入 
工場用地及び建物の賃貸 
役員の兼任等：有

日本ポリマー工業㈱ 兵庫県姫路市 100 機能性化学品事業 50.0

当社製品(アクリル酸エステル)の供
給並びに同社製品(粘接着剤・塗料用
樹脂)の仕入 
工場用地の賃貸 
役員の兼任等：有

ジャパンコンポジット㈱ 東京都中央区 1,005 機能性化学品事業 35.0

当社製品(不飽和ポリエステル樹脂)
の供給 
建物の賃貸 
役員の兼任等：有

インターナショナル・キ
ャタリスト・テクノロジ
ーInc.

アメリカ合衆国
カルバート市

千米ドル

7,400 環境・触媒事業 50.0
原材料の仕入
役員の兼任等：有

アメリカン・アクリル・
エヌエイ LLC

アメリカ合衆国
パサデナ市

千米ドル

56,040 機能性化学品事業 50.0 (50.0) 役員の兼任等：有

アメリカン・アクリル 
L.P.

アメリカ合衆国
パサデナ市

千米ドル

34,464 機能性化学品事業 50.0 (50.0)
債務の保証
役員の兼任等：無



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社、国内子会社５社及び海外子会社１社には単一組織の労働組合があり、各労働組合は上部団

体に加盟しております。平成18年３月31日現在の組合員数は1,985人で、部課長及び職務上非組合員で

あることを要するものは含まれておりません。労使関係は安定しており、特記すべき事項はありませ

ん。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

基礎化学品事業 861

機能性化学品事業 1,700

環境・触媒事業 245

合計 2,806

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,730 39.4 17.9 7,957,548



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善が、設備投資や個人消費の拡大に波及したこ

とにより、景気が回復するなかで推移しました。 

化学工業界におきましては、原料価格の高騰など楽観できない要因はあるものの、製品価格の上昇や

中国を中心としたアジア地域への輸出が増加したことなどにより、企業収益が好調ななかで推移しまし

た。  

このような状況のもと、当社グループの売上高は、主にアクリル酸およびアクリル酸エステルなどの

基礎化学品の市況が当期前半は高値で推移したことや、高吸水性樹脂などの機能性化学品および技術輸

出関連触媒などの販売数量が増加したことなどにより、前連結会計年度に比べて352億１千９百万円増

収（17.9％）の2,324億４千１百万円となりました。  

利益面につきましては、原料価格が上昇したものの、増販効果や製品価格の修正などにより、営業利

益は前連結会計年度に比べて10億１千６百万円増益（4.6％）の232億２千８百万円となりました。  

経常利益は、固定資産廃棄・撤去費用が増加したものの、金融収支の改善や持分法による投資利益の

増加により、前連結会計年度に比べて24億３千９百万円増益（10.3％）の261億４千８百万円となり、

当期純利益も、前連結会計年度に比べて５億５千２百万円増益（3.5％）の162億５千７百万円となりま

した。  

１株当たり当期純利益は85.89円となり、ＲＯＡ（総資産経常利益率）は9.7％と前連結会計年度に比

べて0.4ポイント減少しました。ＲＯＥ（株主資本当期純利益率）は10.5％と前連結会計年度に比べて

0.9ポイント減少しました。  

  

当連結会計年度の事業の種類別、所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

◎事業の種類別セグメント 

(基礎化学品事業) 

アクリル酸およびアクリル酸エステルは、需要が堅調に推移するなかで、当連結会計年度前半は市況

が高値で推移し、また、海外子会社の販売数量も増加したことにより、大幅な増収となりました。 

酸化エチレンおよびエタノールアミンは、需要が堅調に推移し、また製品価格の修正が進んだことに

より、増収となりました。 

高級アルコール（商品名“ソフタノール”）は、輸出の販売数量は減少したものの、製品価格の修正

が進んだことより、増収となりました。 

エチレングリコールは、輸出の販売数量が減少し、市況も軟化してきたため、減収となりました。 

以上の結果、基礎化学品事業の売上高は、前連結会計年度に比べて17.6％増加し、940億９千５百万

円となりました。 

営業利益は、原料価格は上昇したものの、堅調な需要のもと、当連結会計年度前半は市況が高値で推

移し、製品価格の修正も進んだことにより、前連結会計年度に比べて12.4％増加し、111億５千８百万

円となりました。 

  



(機能性化学品事業) 

高吸水性樹脂は、世界的に需要が拡大するなかで、販売数量が増加し、また製品価格の修正も進んだ

ことにより、増収となりました。 

無水マレイン酸は、製品価格の修正が進んだことにより、増収となりました。 

特殊エステルおよびコンクリート混和剤用ポリマーは、国内外の需要が順調に推移したことにより、

増収となりました。 

洗剤原料は、輸出の販売数量が増加したことにより、増収となりました。 

有機・無機微粒子、粘接着剤・塗料用樹脂および粘着加工品、よう素化合物、樹脂改質剤および医薬

中間原料は、需要が堅調に推移したことにより、増収となりました。 

不飽和ポリエステル樹脂および樹脂成形品は、需要が低調に推移したため、減収となりました。 

以上の結果、機能性化学品事業の売上高は、前連結会計年度に比べて17.1％増加し、1,163億円とな

りました。 

営業利益は、増販効果や製品価格の修正があったものの、原料価格が上昇したため、前連結会計年度

に比べて8.2％減少し、92億６千２百万円となりました。 

  

(環境・触媒事業) 

自動車触媒は、国内、輸出とも需要が堅調に推移したことにより、増収となりました。 

技術輸出関連触媒は、海外の取替需要が増加したことにより、増収となりました。 

排水処理装置および触媒、排ガス処理装置および触媒、ならびに脱硝触媒は、国内の需要が低調に推

移したため、減収となりました。 

以上の結果、環境・触媒事業の売上高は、前連結会計年度に比べて23.6％増加し、220億４千６百万

円となりました。 

営業利益は、収益性の高い技術輸出関連触媒の増販効果などにより、前連結会計年度に比べて46.6％

増加し、31億２千３百万円となりました。 

  

◎所在地別セグメント 

(日本) 

基礎化学品の市況が当連結会計年度前半は高値で推移したことや、機能性化学品の販売が堅調に推移

したことに加え、技術輸出関連触媒の取替需要が増加したことにより、売上高は前連結会計年度に比べ

て14.8％増加し、1,687億７千３百万円となりました。 

営業利益は、原料価格が上昇したものの、基礎化学品を中心とした製品価格の修正、機能性化学品や

技術輸出関連触媒の増販効果などにより、前連結会計年度に比べて20.5％増加し、203億５千万円とな

りました。 

  



(欧州) 

高吸水性樹脂の販売が堅調に推移したことにより、売上高は前連結会計年度に比べて5.4％増加し、

239億３千５百万円となりました。 

営業利益は、製品価格の修正があったものの、原料価格が上昇したため、前連結会計年度に比べて

78.7％減少し、２億７百万円となりました。 

  

(アジア) 

アクリル酸およびアクリル酸エステルの販売が堅調に推移したことに加え、期初より中国で高吸水性

樹脂の生産を開始した海外子会社の売上が寄与したこともあり、売上高は前連結会計年度に比べて

55.6％増加し、274億５百万円となりました。 

営業利益は、原料価格が上昇したものの、基礎化学品の市況が当連結会計年度前半は高値で推移した

ことにより、前連結会計年度に比べて15.0％増加し、36億６千３百万円となりました。 

  

(その他の地域) 

高吸水性樹脂は前連結会計年度並みに推移したものの、洗剤原料など、他の機能性化学品の販売数量

が増加したことにより、売上高は前連結会計年度に比べて24.7％増加し、123億２千９百万円となりま

した。 

営業利益は、原料価格が上昇したため、前連結会計年度に比べて15億６千５百万円減少し、13億１千

８百万円の赤字となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、設備投資等の投資活動によるキャッシュ・フロー

および財務活動によるキャッシュ・フローによる支出が、営業活動によるキャッシュ・フローや借入れ

による収入を上回ったことなどにより、前連結会計年度末に比べて43億４百万円減少の198億５千６百

万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度の221億６千１百万円の収入に対し、174億６

千８百万円の収入となりました。税金等調整前当期純利益は増加したものの、たな卸資産の増加や、法

人税等の支払額が増加したことによるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度の169億３千４百万円の支出に対し、206億６

千３百万円の支出となりました。有形固定資産の取得による支出が増加したことによるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度の８億６千１百万円の支出に対し、25億６千

２百万円の支出となりました。借入金の返済、配当金の支払や自己株式の取得などによる支出が、借入

れによる収入を上回ったことによるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは、主として見込生産を行っているため、受注状況は記載しておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

基礎化学品 90,959 26.1

機能性化学品 104,037 17.9

環境・触媒 22,647 31.3

合計 217,642 22.5

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

基礎化学品 94,095 17.6

機能性化学品 116,300 17.1

環境・触媒 22,046 23.6

合計 232,441 17.9



３ 【対処すべき課題】 

当社は、量的成長から質的成長への変革を掲げた前長期経営計画「テクノアメニティ ＮＶ」および３

ヵ年ごとの実行計画である中期経営計画を策定し、２００１年４月から取り組んでまいりましたが、２０

０５年度で、連結売上高、経常利益、ＲＯＡ いずれも２００６年度の目標を上回る実績を達成いたしま

した。そこでこの度、今後５年間（２００６年度から２０１０年度）の長期経営ビジョンである長期経営

計画「テクノアメニティ Ｖ３」およびその実行計画である中期経営計画を新たに策定し、さらなる成長

を目指してまいります。 

(1) 長期経営計画「テクノアメニティ Ｖ３」の要旨  

① 将来像として「個性的な技術で新たな価値を創造する国際企業」を目指します。 

② 長期経営計画のスローガンとして「こだわり・変革・飛躍」を掲げ、当社が過去から培ってきた強

みであるキーマテリアルやキーテクノロジーを徹底的に追及していくとともに、新規分野開拓には従

来の姿勢を変革して挑戦し、新たな飛躍を目指します。  

③ 目標指標   

２０１０年度に売上高３,５００億円、経常利益３５０億円、ＲＯＡ（総資産経常利益率）７.５％

以上を目指します。  

(2) 中期経営計画の要旨 

長期経営計画「テクノアメニティ Ｖ３」の実現のために、具体的な実行計画として中期経営計画

（２００６年度から２００８年度）を策定いたしました。既存事業については、現状維持に留まらず成

長領域（分野、海外）への進出を目指すとともに、コスト競争力強化のための生産技術を革新し続けて

まいります。また、新規事業については、「テクノアメニティ Ｖ３」の最重要テーマである電子情報

材料事業に特化した経営資源の集中を行い、次代の事業テーマの探索もより絞り込んで実施いたしま

す。 

これらの施策により、２００８年度の売上高３,０００億円（内、新規製品売上高４００億円）、経

常利益３００億円、ＲＯＡ７.５％以上を目指してまいります。 

① 既存事業の方向性  

アクリル事業については、高吸水性樹脂は世界トップレベルのシェアを堅持します。また、アクリ

ルモノマー事業も拡大させ、安定した利益とキャッシュ・フローの維持・拡大を図ります。 

ＥＯ事業については、非ＥＧ（エチレングリコール）化率８０％以上を目標とし、酸化エチレンお

よびその誘導品の販売を拡大し、市況に左右されない安定した事業基盤の確立を目指します。 

機能性化学品事業については、アクリル酸エステル系ポリマーで市場において存在感のある地位を

占めることを目標とします。また、スペシャルティ製品（エチレンイミン誘導品、オキサゾリン、ポ

リビニルピロリドン等）で収益基盤の強化を図ります。 

精密化学品事業については、ワールドワイドでトップサプライヤーの地位を得ることを目標に、水

溶性ポリマーなどの海外展開ならびにコスト競争力の強化を図ります。 

環境・触媒事業については、環境・エネルギー市場への販売を拡大し、製品群の充実を図ります。

また、品質性能を高め、高付加価値製品として、収益の向上を図ります。 

② 新規事業の方向性 

電子情報材料事業に特化し、経営資源を集中します。 

２００６年４月から電子情報材料事業部を立上げ、電子情報材料関連製品を集約します。独自のシ

ーズをもとに需要家との関係を深め、この分野への本格参入を果たし、現時点で５０億円程度の同事

業売上高を２０１０年度に３００億円まで拡大することを目指します。事業部内に戦略構築スタッフ

を抱え、シーズ志向とマーケット志向の両面から事業を推進していきます。 

また、次代の糧となる新規テーマの探索は、次の成長分野と目される健康・医療分野および新エネ

ルギー分野などに絞り込みます。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、株価および財務状況などに影響を及ぼす可能性のあるリスクには、次のよう

なものがあり、当社グループは、当該リスクの発生する可能性を認識した上で、発生の回避および発生し

た場合の対応には最大限努力してまいります。 

なお、文中にある将来に関する事項は、当連結会計年度末(平成18年３月31日)現在において判断したも

のであり、事業等のリスクはこれらに限られるものではありません。 

  

(1) 経済状況 

当社グループは、化学品の製造販売を主な事業内容としており、化学品の需要は製品を販売している

国または地域の経済状況の影響を受けることから、日本、アジア、欧州、北米を含む主要市場における

景気動向およびそれに伴う需要の変動は、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性が

あります。 

  

(2) 原油・ナフサの市況変動リスク 

原油・ナフサ価格の市況が変動し、当社グループにおいて、この変動幅を速やかに製品価格に転嫁で

きず、利幅を十分に確保できなかった場合には、原油・ナフサの市況変動が当社グループの業績および

財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 為替レートの変動リスク 

当社グループの事業には全世界における製品の生産と販売が含まれていることから、当社グループで

は為替予約によって為替レートの短期的な変動の影響を最小限に留める努力をしておりますが、予測を

超えた為替レートの変動が当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。ま

た、海外事業の業績のうち、現地通貨建て部分の円換算後の価値が、換算時の為替レートの変動の影響

を受ける可能性もあります。 

  

(4) 海外展開に潜在するリスク 

当社グループは、北米、欧州およびアジアに生産・販売拠点を設立し、最適地生産を目的とした海外

展開を進めております。このような海外展開に際しては、通常では予期しえない法律や規則の変更、産

業基盤の脆弱性および人材の採用・確保の困難など、経済的に不利となる要因の存在または発生ならび

にテロ、戦争またはその他の要因による社会的または政治的混乱といったリスクが存在します。こうし

たリスクが顕在化することによって、当社グループの海外での事業活動に支障が生じ、当社グループの

業績および将来の事業計画に影響を及ぼす可能性があります。 

  



(5) 新規製品の研究開発に潜在するリスク 

当社グループは、これまでに蓄積した強みを活かして研究開発のさらなる精度向上および迅速化を図

るとともに、共同開発の推進など顧客との積極的な連携により真のニーズの発掘を目指しております。

しかし、新規製品開発と販路拡大は、開発の行き詰まり、あるいは市場ニーズの急変といった予期しえ

ない事象が発生するおそれが常にあり、結果として当社グループの将来の事業計画に影響を及ぼす可能

性があります。 

  

(6) 知的財産権をとりまく潜在的なリスク 

当社グループは、既存製品分野において、これまでの研究開発活動で得た数多くの特許やノウハウな

どの知的財産権を強みとした事業展開を進めており、現在でも継続して新たな特許出願を行なっており

ますが、他社が当社グループの特許や製品を調査解析して類似の技術や製品を開発することを完全には

防止できない可能性があります。一方、当社の新たな事業展開を目指した新規製品分野においては、他

社の知的財産権を十分に調査解析した上で独自の技術や新製品を開発しておりますが、将来的に他社の

知的財産権に抵触しているとされる可能性があります。また、知的財産権にかかわるインフラや罰則規

定が十分に整っていない国々においては、技術上の秘密を含むいわゆる営業秘密が漏洩したり、人材の

流出などによって当社製品の模倣品が出現したりするおそれがあります。 

  

(7) 自然災害等の発生するリスク 

当社グループは、レスポンシブル・ケア(ＲＣ)の推進を公約し、全社で環境保全、化学品安全、保安

防災などの活動を積極的に展開し、顧客や地域社会からの高い信頼を獲得するよう努力しております。

しかし、自然災害や停電といった製造を中断させられる可能性を完全に解消することは不可能であり、

たとえば当社の基幹工場である姫路製造所および川崎製造所の所在地区において、大規模な地震その他

操業を中断せざるをえない事象が発生した場合には、主要製品の生産能力が著しく低下し、当社グルー

プの業績および将来の事業計画が影響を受ける可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

技術援助契約のうち、技術供与関係で重要なものは次のとおりであります。 

  

契約会社名 相手方の名称 内容 有効期間

株式会社日本触媒 
(当社)

(大韓民国) 
エルジー・エムエムエ
イCorp.

メタクリル酸メチルエステル製造技術実施
権許諾契約であり、対価は定額でありま
す。

1991年６月 
～合弁契約の解消まで

〃
(日本国) 
㈱アイシーティー

自動車排ガス処理触媒製造技術実施権許諾
契約であり、対価は定額であります。

1992年11月 
～合弁契約の解消まで

〃

(アメリカ合衆国) 
インターナショナル・
キャタリスト・テクノ
ロジー Inc.

自動車排ガス処理触媒製造技術実施権許諾
契約であり、対価は定額であります。

1992年12月 
～合弁契約の解消まで

〃
(イタリア共和国) 
モダン・アドバンス
ド・コンクリート spa

コンクリート混和剤用ポリマーの製造技術
実施権許諾契約であり、対価は定額による
頭金とランニングロイヤリティでありま
す。

1996年８月 
～ロイヤリティ 
  支払い完了まで

〃

(シンガポール共和国) 
シンガポール・エムエ
ムエイ・モノマーPte 
Ltd

メタクリル酸メチルエステル製造技術実施
権許諾契約であり、対価は定額による頭金
とランニングロイヤリティであります。

1996年８月 
～プラント存続期間中

〃
(大韓民国) 
エルジー・エムエムエ
イCorp.

メタクリル酸製造技術実施権許諾契約であ
り、対価は定額であります。

1996年８月 
～合弁契約の解消まで

〃

(中華人民共和国) 
中国化工建設総公司及
び北京化学工業集団有
限責任公司東方化工廠

アクリル酸及びアクリル酸エステル製造技
術実施権許諾契約であり、対価は定額であ
ります。

1996年12月～2006年12月

〃

(アメリカ合衆国) 
アメリカン・アクリ
ル・エヌエイLLC 
及びアメリカン・アク
リルL.P.

アクリル酸製造技術実施権許諾契約であ
り、対価は定額による頭金とランニングロ
イヤリティであります。

1997年７月 
～合弁契約の解消まで

〃
(ドイツ連邦共和国) 
ビーエーエスエフAG

高吸水性樹脂製造技術実施権許諾契約であ
り、対価はランニングロイヤリティであり
ます。

1999年１月～2009年12月

〃
(大韓民国) 
エルジー・エムエムエ
イCorp.

メタクリル酸メチルエステル製造技術実施
権許諾契約であり、対価は定額による頭金
とランニングロイヤリティであります。

2001年３月 
～合弁契約の解消まで

〃

(アメリカ合衆国) 
ティー・エー・エフ・
ティーマニュファクチ
ャリングカンパニー

アクロレイン製造触媒使用権許諾契約であ
り、対価は定額による頭金とランニングロ
イヤリティであります。

2001年６月～2016年６月

〃
(大韓民国) 
旭成化学Co.,Ltd.

エポカラーの販売事業譲渡と製造技術実施
権許諾契約であり、対価は定額による頭金
とランニングロイヤリティであります。

2002年11月～2017年11月

〃
(ドイツ連邦共和国) 
ダウ・オレフィンフェ
アブンドGmbH

アクリル酸およびアクロレイン製造技術実
施権許諾契約および触媒供給契約であり、
対価は定額による頭金とランニングロイヤ
リティであります。

2002年10月～2012年７月

〃
(中華民国) 
台湾プラスチックス
Corp.

アクリル酸、アクリル酸エステル製造技術
実施権許諾契約であり、対価は定額であり
ます。

2003年８月～2013年８月

〃

(シンガポール共和国) 
シンガポール・エムエ
ムエイ・モノマーPte 
Ltd

メタクリル酸メチルエステル製造技術実施
権許諾契約であり、対価は定額による頭金
とランニングロイヤリティであります。

2003年４月 
～プラント存続期間中



 
  

契約会社名 相手方の名称 内容 有効期間

株式会社日本触媒 
(当社)

(日本国) 
堺化学工業㈱

ダイオキシン分解触媒技術特許実施権許諾
契約であり、対価はランニングロイヤリテ
ィであります。

2003年11月～2006年11月

〃
(大韓民国) 
エルジー・エムエムエ
イCorp.

メタクリル酸メチルエステル製造技術実施
権許諾契約であり、対価は定額による頭金
とランニングロイヤリティであります。

2005年10月 
～合弁契約の解消まで

〃

(シンガポール共和国) 
シンガポール・エムエ
ムエイ・モノマーPte 
Ltd

メタクリル酸メチルエステル製造技術実施
権許諾契約であり、対価は定額による頭金
とランニングロイヤリティであります。

2006年２月 
～ロイヤリティ 
  支払い完了まで



６ 【研究開発活動】 

当社グループの企業コンセプトは「テクノアメニティ」であります。これは、「テクノロジーをもって

人間生活に豊かさと快適さを提供すること」を意味しております。当社グループはこの実現に向け重点分

野として、 

(イ)当社グループがもっとも得意とする触媒技術などの革新技術による基幹化学品の開発 

(ロ)スペシャリティーポリマーの開発 

(ハ)触媒技術を応用した環境浄化技術およびエネルギー関連材料の開発 

(ニ)情報・記録・光・電子分野の機能材料の開発 

を掲げております。 

現在、当社グループの研究開発部門は、主に当社の研究所および各連結子会社の研究部門、工場の技

術・開発部門により構成されております。 

なお、当社の研究開発は、その組織を本年４月より、新製品・新技術創出をさらに促進するため、コー

ポレート研究を行う先端材料研究所と基盤技術研究所を、また事業部研究所として電子情報材料研究所を

新設し、現在次の６研究部門および生産技術センターで推進しております。 

 
研究開発スタッフはグループ全体で約500名にのぼり、これは、総従業員数の約２割にあたります。 

  

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、101億２千万円であります。 

  

当連結会計年度における主な研究開発活動とその成果および研究開発費は次のとおりであります。 

  

(基礎化学品事業) 

アクリル酸及びアクリル酸エステルや酸化エチレンなどの生産性向上および新規基礎化学品の研究開

発を行っております。 

当連結会計年度の主な成果として、一分子内に（メタ）アクリロイル基とビニルエーテル基を有する

ユニークな構造の機能性モノマーの量産技術を開発いたしました。このモノマーは紫外線硬化型のイン

クやコーティング材等の反応性希釈剤として応用が見込まれます。現在、用途開発も進んでおり、上市

に向けてユーザー開拓を進めております。 

また、有機発光ダイオード部材や光記憶材料等への応用が見込まれるポリビニルカルバゾールの原料

となるN－ビニルカルバゾールの新規製造法を開発、量産化技術を確立いたしました。現在、上市に向

けての本格量産化を目的に用途開発を進めております。 

当事業における研究開発費は、28億１千万円であります。 

  

(コーポレート研究所)

 先端材料研究所 ：独自性の高い先端材料の開発による新規事業の創出

 基盤技術研究所 ：事業基盤の強化・発展のためのキーテクノロジー・キーマテリアルの創

出

(事業部研究所)

 吸水性樹脂研究所 ：吸水性樹脂の技術革新によるグローバルなビジネス展開

 機能性化学品研究所 ：水溶性ポリマー、塗料・コーティング剤分野での機能性化学品の創出、

展開

 電子情報材料研究所

 触媒研究所

：

：

電子情報材料分野での新規ビジネス構築

コア触媒技術の展開および新規触媒技術の開発

 生産技術センター ：新規、既存製品の製造プロセスの開発に関する研究



(機能性化学品事業) 

主に生活消費財、土木建築関連材料、エレクトロニクス関連材料、粘接着・塗料用樹脂、新規機能化

学品、新規高分子材料の開発およびヨード、シアン、臭素などの応用展開を目的とした研究開発を行っ

ております。 

当連結会計年度の主な成果として、光通信材料として耐熱性や透明性などの諸物性に優れたポリイミ

ドの前駆体であるフッ素化ポリアミド酸を開発し、光導波路や光部品向けに販売を開始いたしました。

また、フラットパネルディスプレイ用の各種光学部材、ギャップ保持材、ブロッキング防止材等の各

種用途に適用可能な新規単分散球状微粒子を開発し、現在拡販に向けた活動を展開中です。さらに、非

揮発性や低粘性などの特徴から電池などの分野で注目されているイオン性液体を開発しユーザー開拓を

進めております。 

当事業における研究開発費は、64億２千５百万円であります。 

  

(環境・触媒事業) 

各種プロセス触媒、自動車排ガス等各種排ガス、および排液処理用触媒やエネルギー関連材料などの

研究開発を行っております。 

当連結会計年度の主な成果として、新たな湿式酸化触媒を開発し、排液処理用として販売を開始いた

しました。 

当事業における研究開発費は、８億８千６百万円であります。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

  

１ 経営成績の分析 

(単位：百万円) 

 
  

(1) 売上高 

当連結会計年度の売上高は、主にアクリル酸およびアクリル酸エステルなどの基礎化学品の市況が当

連結会計年度前半は高値で推移したことや、高吸水性樹脂などの機能性化学品および技術輸出関連触媒

などの販売数量が増加したことなどにより、前連結会計年度に比べて352億１千９百万円増収

（17.9％）の2,324億４千１百万円となりました。  

(2) 営業利益 

営業利益は、原料価格が上昇したものの、増販効果や製品価格の修正などにより、前連結会計年度に

比べて10億１千６百万円増益（4.6％）の232億２千８百万円となりました。  

(3) 経常利益および当期純利益 

経常利益は、固定資産廃棄・撤去費用が増加したものの、金融収支の改善や持分法による投資利益の

増加により、前連結会計年度に比べて24億３千９百万円増益（10.3％）の261億４千８百万円となり、

当期純利益も、前連結会計年度に比べて５億５千２百万円増益（3.5％）の162億５千７百万円となりま

した。  

  

１株当たり当期純利益は85.89円となり、ＲＯＡ(総資産経常利益率)は9.7％と前連結会計年度に比べ

て0.4ポイント減少しました。ＲＯＥ(株主資本当期純利益率)は10.5％と前連結会計年度に比べて0.9ポ

イント減少しました。 

  

前連結会計年度 当連結会計年度 増減

(金額) (伸び率)

売上高 197,222 232,441 35,219 17.9％

営業利益 22,212 23,228 1,016 4.6％

経常利益 23,709 26,148 2,439 10.3％

当期純利益 15,705 16,257 552 3.5％

１株当たり当期純利益 81.37円 85.89円 4.52円 5.6％

ＲＯＡ(総資産経常利益率) 10.1％ 9.7％ ― △0.4ポイント

ＲＯＥ(自己資本利益率) 11.4％ 10.5％ ― △0.9ポイント

為替(＄、EUR)
＄＝￥107.52 ＄＝￥113.35 ￥5.83

EUR＝￥135.20 EUR＝￥137.85 ￥2.65

ナフサ価格 32,200円/kl 42,400円/kl 10,200円/kl



２ 財政状態の分析 

(1) 資産、負債及び資本の状況 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べて422億１千５百万円増加し、2,915億６千

４百万円となりました。 

(ア)流動資産 

現金及び預金は、設備投資や法人税の支払などが増加したことにより、41億１千４百万円減少し

ました。一方、たな卸資産が90億３百万円増加したこと、および各事業において売上を伸ばしたこ

とにより営業債権が44億４千８百万円増加しました。この結果、流動資産は前連結会計年度末に比

べて110億６千６百万円増加し、1,259億１千４百万円となりました。 

(イ)固定資産 

有形固定資産は、減価償却費93億４千９百万円を計上しましたが、アクリル酸製造設備や高吸水

性樹脂製造設備の増設などを中心に253億６千４百万円の設備投資を行ったことなどにより、186億

７千８百万円増加しました。一方、投資有価証券は、保有株式の時価が上昇したことなどにより、

110億１千９百万円増加しました。この結果、固定資産は、前連結会計年度末に比べて311億４千９

百万円増加し、1,656億５千万円となりました。 

(ウ)負債 

負債は、前連結会計年度末に比べて216億６千５百万円増加し、1,228億６千万円となりました。

これは主として、短期借入金が45億８千７百万円増加したこと、繰延税金負債が保有株式の時価が

上昇したことなどにより、42億７千２百万円増加したこと、および支払手形及び買掛金が原料購入

の増加などにより32億４千２百万円増加したことによるものです。 

(エ)自己資本 

当期純利益が162億５千７百万円となったことなどにより、利益剰余金は131億８千７百万円増加

しました。一方、その他有価証券評価差額金は、保有株式の時価が上昇したことにより、66億２千

７百万円増加しました。この結果、自己資本は、前連結会計年度に比べて199億７千万円増加し、

1,646億３千１万円となりました。 

自己資本比率は、前連結会計年度末の58.0％から56.5％へと1.5ポイント減少しました。 

なお、１株当たり純資産額は、前連結会計年度に比べて117.28円増加し、875.00円となりまし

た。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度の221億６千１百万円の収入に対し、174億

６千８百万円の収入となりました。税金等調整前当期純利益は増加したものの、たな卸資産の増加

や、法人税等の支払額が増加したことによるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度の169億３千４百万円の支出に対し、206億

６千３百万円の支出となりました。有形固定資産の取得による支出が増加したことによるものです。

財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度の８億６千１百万円の支出に対し、25億６

千２百万円の支出となりました。借入金の返済、配当金の支払や自己株式の取得などによる支出が、

借入れによる収入を上回ったことによるものです。 

これらの活動の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ

て43億４百万円減少の198億５千６百万円となりました。 

  

キャッシュ・フロー指標のトレンド 

  

 
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利息支払額 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。 

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としておりま

す。 

※利息支払額は、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

平成14年 

３月期

平成15年 

３月期

平成16年 

３月期

平成17年 

３月期

平成18年 

３月期

自己資本比率 52.2％ 56.0％ 59.8％ 58.0％ 56.5％

時価ベースの株主資本比率 42.8％ 50.5％ 71.2％ 74.2％ 90.3％

債務償還年数 3.4年 1.9年 2.1年 1.8年 2.6年

インタレスト・カバレッジ・レシオ 9.2 20.5 23.1 47.1 24.6



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度において、当社グループは、総額253億６千４百万円の設備投資を行いました。 

事業の種類別セグメントの設備投資について示すと、次の通りであります。 

  

(基礎化学品事業) 

アクリル酸製造設備の増設などを中心に総額118億４千６百万円の投資を行いました。 

なお、生産能力に重要な影響を及ぼすような固定資産の売却・撤去又は滅失はありません。 

  

(機能性化学品事業) 

高吸水性樹脂製造設備の増設などを中心に総額131億３千５百万円の投資を行いました。 

なお、生産能力に重要な影響を及ぼすような固定資産の売却・撤去又は滅失はありません。 

  

(環境・触媒事業) 

技術研究投資などを中心に総額３億８千３百万円の投資を行いました。 

なお、生産能力に重要な影響を及ぼすような固定資産の売却・撤去又は滅失はありません。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける平成18年３月31日現在の主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

  

 
(注) １ 帳簿価額には「建設仮勘定」を含んでおりません。 

２ 土地の＜＞内は、連結会社以外の者からの借地の面積＜外書＞を示しております。 

３ 吹田工場、姫路製造所、川崎製造所には併設する研究設備を含んでおります。 

４ 連結会社以外の者への主な貸与土地は、大阪本社に74,047㎡、姫路製造所に73,248㎡含まれております。 

５ 現在休止中の主要な設備はありません。 

  

事業所名 

(所在地)

事業の種類別 

セグメント 

の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数 

(人)建物 

及び構築物

機械装置 

及び運搬具

土地 

(面積㎡)

工具器具 

及び備品
合計

吹田工場 

(大阪府吹田市)

基礎化学品 

機能性化学品 

環境・触媒

生産設備 2,946 613

809

(54,290)

<18,509>

843 5,211 331

姫路製造所 

(兵庫県姫路市)

基礎化学品 

機能性化学品 

環境・触媒

生産設備 8,351 12,941

9,032

(912,318)

<956>

473 30,797 801

川崎製造所 

(川崎市川崎区)

基礎化学品 

機能性化学品 

環境・触媒

生産設備 2,184 4,086

2,214

(101,982)

<5,032>

258 8,741 305

研究所(筑波地区) 

(茨城県つくば市)

基礎化学品 

機能性化学品 

環境・触媒

研究設備 383 6

569

(8,657)

<12>

251 1,209 22

大阪本社 

(大阪市中央区)

基礎化学品 

機能性化学品 

環境・触媒

その他の設備 990 490
10,527

(526,217)
104 12,111 179

東京本社 

(東京都千代田区)

基礎化学品 

機能性化学品 

環境・触媒

その他の設備 174 9
392

(2,292)
14 588 92



(2) 国内子会社 

  

 
(注) １ 帳簿価額には「建設仮勘定」を含んでおりません。 

２ 土地の＜＞内は、連結会社以外の者からの借地の面積＜外書＞を示しております。 

３ 連結会社以外の者への貸与土地は、日宝化学㈱に10,509㎡、その他国内子会社に34,560㎡含まれておりま

す。 

４ 現在休止中の主要な設備はありません。 

  

(3) 在外子会社 

  

 
(注) １ 帳簿価額には「建設仮勘定」を含んでおりません。 

２ 土地の＜＞内は、連結会社以外の者からの借地の面積＜外書＞を示しております。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

  

会社名
事業所名 

(所在地)

事業の種類別 

セグメントの 

名称

設備の 

内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(人)建物 

及び構築物

機械装置 

及び運搬具

土地 

(面積㎡)

工具器具 

及び備品
合計

日宝化学㈱

千町工場 

(千葉県いすみ

市) 

他１ヵ所

機能性化学品 生産設備 809 1,695

348

(139,833)

<1,000>

133 2,985 175

その他 

国内子会社 

６社

―

基礎化学品 

機能性化学品 

環境・触媒

生産設備 

その他の 

設備

1,202 739
1,414

(175,699)
102 3,457 404

会社名
事業所名 

(所在地)

事業の種類別 

セグメントの 

名称

設備の 

内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(人)建物 

及び構築物

機械装置 

及び運搬具

土地 

(面積㎡)

工具器具 

及び備品
合計

在外子会社 

２社
欧州及び北米 機能性化学品

生産設備 

その他の 

設備

2,172 5,130

302

(173,691)

<60,000>

47 7,651 140

在外子会社 

５社
アジア

基礎化学品 

機能性化学品

生産設備 

その他の 

設備

1,876 13,359

1,544

(130,280)

<153,878>

122 16,901 357



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

重要な設備の新設等 

当社グループにおける平成18年３月31日現在の設備の新設等の計画の主なものの状況は次のとおりで

あります。 

(1) 提出会社 

  

 
(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 国内子会社 

  

 
(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 在外子会社 

  

 
  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の 
内容

投資予定額(百万円) 資金
調達方法

着手
年月

完了予定 
年月

完成後の 
増加能力総額 既支払額

川崎製造所 
(川崎市川崎区)

基礎化学品 
機能性化学品 
環境・触媒

酸化エチレン及び誘
導品製造設備の改造
及び更新工事、その
他附帯設備

2,188 ―
自己資金
及び 
借入金

平成
18年４月

平成
19年３月

―

姫路製造所 
(兵庫県姫路市)

基礎化学品 
機能性化学品 
環境・触媒

アクリル酸及びアク
リル誘導品製造設
備、高吸水性樹脂製
造設備、機能性化学
品製造設備の増設、
改造及び更新工事、
その他附帯設備

18,079 ―
自己資金
及び 
借入金

平成
16年９月

平成
19年３月

アクリル酸製造設備
  160,000トン/年 
高吸水性樹脂製造設
備  60,000トン/年

吹田工場 
(大阪府吹田市)

機能性化学品 
環境・触媒

その他附帯設備 256 ―
自己資金
及び 
借入金

平成
18年４月

平成
19年３月

―

研究所 
(大阪府吹田市 
他３ヶ所)

基礎化学品 
機能性化学品 
環境・触媒

試験研究設備 1,147 ―
自己資金
及び 
借入金

平成
18年４月

平成
19年３月

―

その他
基礎化学品 
機能性化学品 
環境・触媒

その他附帯設備 430 ―
自己資金
及び 
借入金

平成
18年４月

平成
19年３月

―

計 ― ― 22,100 ― ― ― ― ―

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の 
内容

投資予定額(百万円)
資金
調達方法

着手
年月

完了予定 
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

国内子会社
６社

―
基礎化学品 
機能性化学品 
環境・触媒

その他附帯設
備

1,516 ―
自己資金
及び 
借入金

平成
18年４月

平成 
19年３月

―

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の 
内容

投資予定額(百万円)
資金
調達方法

着手
年月

完了予定 
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

在外子会社
５社

―
基礎化学品 
機能性化学品

その他附帯設
備

1,484 ―
自己資金
及び 
借入金

平成
18年１月

平成 
19年12月

―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 定款での定めは次のとおりであります。 

当会社が発行する株式の総数は４億２千４百万株とする。ただし、株式の消却が行われた場合は、これに相当

する株式数を減じる。 

なお、平成18年６月21日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社の発行可能株式総数は４

億２千４百万株とする。」旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 発行済株式総数の減少は、利益による自己株式の消却によるものであります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 424,000,000

計 424,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 194,881,287 194,881,287
東京証券取引所
大阪証券取引所 
(各市場第一部)

―

計 194,881,287 194,881,287 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
（株）

発行済株式
総数増減数 
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成12年２月９日(注) △1,172,000 194,881,287 ― 16,529 ― 13,562



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式6,732,015株は、「個人その他」に6,732単元、「単元未満株式の状況」に15株含めて記載しており

ます。 

なお、この自己株式数は株主名簿上の株式数であり、平成18年３月31日現在の実質保有株式数は6,732,015

株であります。 

２ 「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式６単元が含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 上記のほか当社所有の自己株式6,732千株(3.45％)があります。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 104 37 146 251 1 9,323 9,862 ―

所有株式数 
(単元)

― 64,185 1,274 58,751 38,178 2 31,372 193,762 1,119,287

所有株式数 
の割合(％)

― 33.13 0.66 30.32 19.70 0.00 16.19 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

住友化学株式会社 東京都中央区新川二丁目27―1 19,484 9.99

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８―11 9,437 4.84

新日本石油株式会社 東京都港区西新橋一丁目３―12 9,271 4.75

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11―３ 8,985 4.61

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２―１ 6,867 3.52

三洋化成工業株式会社 京都市東山区一橋野本町11―１ 6,338 3.25

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内一丁目３―３ 4,744 2.43

東洋インキ製造株式会社 東京都中央区京橋二丁目３―13 3,988 2.04

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋三丁目５―12 3,945 2.02

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目７―３ 2,781 1.42

計 ― 75,842 38.91



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式6,000株(議決権６個)が含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式15株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 株主名簿上、当社名義であるが実質的に所有していない株式はありません。 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式

6,732,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

187,030,000
187,030 ―

単元未満株式
普通株式

1,119,287
― ―

発行済株式総数 194,881,287 ― ―

総株主の議決権 ― 187,030 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社日本触媒

大阪市中央区高麗橋
四丁目１番１号

6,732,000 ― 6,732,000 3.45

計 ― 6,732,000 ― 6,732,000 3.45



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 
  

   
イ 【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ロ 【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ハ 【取締役会決議による買受けの状況】 

平成18年６月21日現在 

 
(注) 平成17年６月22日開催の取締役会において、商法第211条ノ３第１項第２号の規定に基づき自己株式を平成17年

６月23日から平成17年９月26日まで取得することを決議しましたが、平成17年９月26日開催の取締役会および

平成17年12月15日開催の取締役会において、自己株式の取得期間を平成18年３月27日まで延長することを決議

しました。 

  
平成18年６月21日現在 

 
(注) １ 平成18年２月27日開催の取締役会において、商法第211条ノ３第１項第２号の規定に基づき自己株式を平成

18年２月28日から平成18年５月９日まで取得することを決議しましたが、平成18年５月９日開催の取締役会

において、自己株式の取得期間を平成18年６月16日まで延長することを決議しました。 

２ 未行使割合が５割以上である理由 

株価動向、財務状況、経済情勢等の経営環境を総合的に勘案して自己株式買受けを実施した結果、上記のと

おりとなりました。 

  

ニ 【取得自己株式の処理状況】 

該当事項はありません。 

  

ホ 【自己株式の保有状況】 

平成18年６月21日現在 

 
  

【株式の種類】 普通株式

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会での決議状況 
(平成17年６月22日決議)

2,000,000 2,000,000,000

前決議期間における取得自己株式 1,798,000 1,999,374,000

残存決議株式数及び価額の総額 202,000 626,000

未行使割合(％) 10.10 0.00

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会での決議状況 
(平成18年２月27日決議)

800,000 1,000,000,000

前決議期間における取得自己株式 240,000 307,569,000

残存決議株式数及び価額の総額 560,000 692,431,000

未行使割合(％) 70.00 69.24

区分 株式数(株)

保有自己株式数 6,363,000



② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様への利益配分を経営の最重要課題と位置付け、事業拡大や企業体質強化などを総合

的に勘案しつつ、連結業績動向を見通し、中長期的水準向上を目指した配当を実施することを基本方針と

しております。また、配当に加えて、一株当たりの価値を上げるための自己株式取得も継続していく所存

であります。 

一方、将来にわたって競争力を維持し、成長を続けるためには、設備投資、研究開発投資などを積極的

に展開することも必要であります。そのため、利益の内部留保もまた重要であると考えており、今後も引

き続き両者のバランスに十分配慮した利益配分を行ってまいります。 

当期の利益配当金については、上記の基本方針に基づき、経営環境と業績を勘案するとともに１株当た

り年間16円(内中間配当7.50円)といたしました。(配当性向20.9％) 

なお、内部留保資金については、一層の競争力強化のため、生産能力増強及び合理化工事に対する資金

需要に備えるとともに、研究開発投資等に充当し、事業の着実な成長に努める所存であります。 

(注) 第94期中間配当についての取締役会の決議年月日は、平成17年11月９日であります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第90期 第91期 第92期 第93期 第94期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 567 636 881 1,017 1,426

最低(円) 410 462 538 690 851

月別
平成17年 
10月

平成17年 
11月

平成17年
12月

平成18年
１月

平成18年 
２月

平成18年 
３月

最高(円) 1,257 1,296 1,350 1,411 1,426 1,408

最低(円) 1,093 1,185 1,241 1,210 1,190 1,212



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

近 藤 忠 夫 昭和19年４月12日生

昭和48年４月 当社入社

28

平成12年６月 日宝化学㈱代表取締役社長

平成15年６月 常務取締役

平成16年６月 代表取締役副社長

平成17年４月 代表取締役社長

代表取締役 
専務取締役

生産・技術部門
管掌

森 本   豊 昭和18年７月18日生

昭和41年４月 当社入社

21

平成９年３月 生産技術部長

平成10年６月 取締役

平成14年６月 常務取締役

平成16年６月 専務取締役

平成17年６月 代表取締役専務取締役

代表取締役 
専務取締役

事務部門管掌 中 嶋 常 幸 昭和19年２月２日生

昭和41年４月 当社入社

23

平成10年７月 管理本部長

平成12年６月 取締役

平成14年６月 常務取締役

平成17年６月 代表取締役専務取締役

常務取締役 姫路製造所長 春 名 義 信 昭和21年８月10日生

昭和44年４月 当社入社

14
平成14年４月 姫路製造所長

平成14年６月 取締役

平成16年６月 常務取締役

常務取締役

精密化学品 
事業部長 
機能性化学品 
事業部長 

上海事務所担当

高 岸 寿 男 昭和21年７月30日生

昭和46年４月 住友化学工業㈱(現住友化学㈱)入

社

16

平成13年４月 同社化成品事業部長

平成14年２月 当社嘱託

平成14年４月 当社化学品営業本部長

平成14年６月 取締役

平成17年６月 常務取締役

常務取締役
電子情報材料 
事業部長

田 原 秀 行 昭和23年３月21日生

昭和48年４月 当社入社

15
平成14年４月 研究開発本部長

平成14年６月 取締役

平成17年６月 常務取締役

常務取締役

EO事業部長 
アクリル事業部

統括 
環境・触媒事業
部担当

近 藤 富士夫 昭和23年６月15日生

昭和47年４月 当社入社

19
平成14年４月 管理本部長

平成14年６月 取締役

平成17年６月 常務取締役

常務取締役
経営企画室長 
事業企画室長

池 田 全 徳 昭和28年１月22日生

昭和51年４月 当社入社

52
平成14年４月 ＥＲＰ推進室長、経営企画室部長

平成15年６月 取締役

平成18年６月 常務取締役

取締役 西 村 繁 廣 昭和21年１月24日生

昭和45年４月 当社入社

16

平成12年４月 ファイン営業本部長

平成14年６月 取締役

平成17年６月 常務取締役

平成18年６月 日本ポリマー工業㈱代表取締役社

長(兼)(現)

平成18年６月 取締役

取締役 川崎製造所長 尾 方 洋 介 昭和24年８月21日生

昭和50年４月 当社入社

13平成14年４月 川崎製造所長

平成14年６月 取締役

取締役
財務本部長 
IT管理室担当

西 居 康 仁 昭和24年11月15日生

昭和50年４月 当社入社

16平成14年４月 財務本部長

平成15年６月 取締役

取締役 研究開発本部長 喜 多 裕 一 昭和27年３月19日生

昭和51年４月 当社入社

13
平成15年４月 研究開発本部副本部長、基盤技術

研究所長

平成15年６月 取締役



 
※ 森重鉄雄、高橋良昭は、「会社法」第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役

生産本部長 
レスポンシブ
ル・ケア室担当 
吹田工場担当

南 田 章 滋 昭和25年10月23日生

昭和50年４月 当社入社

６平成16年４月 生産本部長

平成17年６月 取締役

取締役 八 谷 秀 孝 昭和26年11月27日生

昭和55年４月 当社入社

193

平成16年４月 事業企画室副室長

平成17年４月 経営企画室主席部員

平成17年６月 取締役

平成17年７月 エヌエイ・インダストリーズInc. 

President (兼)(現)

取締役
アクリル事業 
部長

尾 関 研 二 昭和28年２月18日生

昭和51年４月 当社入社

７
平成16年４月 アクリル事業部長、吸水性樹脂営

業部長

平成17年６月 取締役

取締役 管理本部長 山 本 晴 久 昭和28年４月17日生

昭和52年４月 当社入社

６平成16年４月 管理本部長

平成17年６月 取締役

監査役 常勤 水 田 憲 男 昭和19年８月24日生

昭和44年４月 当社入社

９平成14年４月 研究開発本部副本部長、特許部長

平成15年６月 監査役(常勤)

監査役 常勤 内 田 克 己 昭和23年３月14日生

昭和47年４月 当社入社

16
平成16年４月 事業企画室長

平成17年４月 財務本部主席部員

平成17年６月 監査役(常勤)

監査役 森 重 鉄 雄 昭和18年12月4日生

昭和42年４月 ㈱大和銀行(現㈱りそな銀行)入行

２

平成９年６月 同行取締役

平成14年６月 同行副頭取

平成15年６月 同行取締役退任

平成16年６月 当社監査役

平成16年６月 ジェイアール西日本不動産開発㈱

代表取締役副社長(兼)

平成17年６月 同社代表取締役社長(兼)(現)

監査役 高 橋 良 昭 昭和20年５月７日生

昭和44年４月 日本石油化学㈱(現新日本石油化

学㈱)入社

―
平成12年６月 同社取締役

平成17年６月 同社常務取締役

平成18年４月 同社代表取締役社長(兼)(現)

平成18年６月 当社監査役

計 486



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、グローバルな変化に対応できる企業体質ならびに競争力の強化に取り組んでおり、コーポレ

ート・ガバナンスは、そのための土台と考え、取締役会の活性化、監査体制の強化、経営機構の効率

化、コンプライアンス体制の整備・強化を図っております。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

１ 会社の機関、経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバ

ナンス体制の状況 

① 監査役制度採用会社であるか委員会等設置会社であるかの別 

当社は、企業統治機構として監査役制度を採用しており、監査役４名のうち、社外監査役を２名

選任しております。 

  

② 取締役会 

取締役会は、本年３月31日現在、16名の取締役からなり、業務執行に関する事項を報告・審議・

決議し、取締役の業務執行を監督いたします。原則として毎月１回開催し、社長が議長を務めてお

ります。また、社外監査役２名を含む監査役４名が出席し、必要があると認めたときは、適宜、意

見陳述を行っております。 

  

③ 経営会議 

経営会議は、社長の諮問機関であり、経営の基本政策および経営方針に係る事項の審議ならびに

各部門の重要な執行案件について審議いたします。経営会議に付議された議案のうち重要なもの

は、取締役会に送付され、その審議を受けております。経営会議は、社長、専務取締役、常務取締

役および社長の指名する取締役をもって構成し、意思決定の迅速化と業務運営の効率化を図り、重

要な業務執行への対応を行っております。 

  

④ 監査役会 

監査役会は、社外監査役２名を含む４名の監査役によって構成し、原則として毎月１回開催し、

重要事項について報告、協議、決議を行っております。監査役は、取締役会のほか経営会議などの

重要な会議に出席し、重要な意思決定の過程および業務の執行状況の把握に努めるとともに、会計

監査人または取締役もしくはその他の者から報告を受け、協議のうえ監査意見を提出しておりま

す。 

  

⑤ リスク管理委員会 

関連部門でリスクを分析・検討し、必要に応じて経営会議・取締役会において審議の上、適宜対

策を講じて参りましたが、本年５月より、社長を委員長とするリスク管理委員会を設置し、全社的

なレベルで、当社をとりまくさまざまなリスクに対して、適宜、対応策などを講じてまいります。

  

⑥ ＣＳＲ委員会 

ＣＳＲ経営の実践のため、本年４月１日より、社長を委員長とするＣＳＲ委員会を設置しまし

た。当社ＣＳＲの方向付けを行うとともに、企業倫理委員会などの各委員会と連携をとりながら、

ステークホルダーの利益に貢献すべく活動を進めてまいります。 

  

⑦ レスポンシブル・ケア推進委員会 

社長を委員長とするレスポンシブル・ケア推進委員会を設置し、当社のレスポンシブル・ケア活

動を推進しております。本年３月、第５次中期レスポンシブル・ケア推進基本計画を策定し、環

境・安全・品質のさらなる向上を目指してまいります。 

  



⑧ 企業倫理委員会 

これまで、担当部門を中心に従業員への教育・指導を行ってまいりましたが、本年４月１日よ

り、社長を委員長とする企業倫理委員会を設置し、全社的な企業倫理・法令順守体制のさらなる整

備・強化を図ってまいります。 

  

⑨ 弁護士・会計監査人等その他第三者の状況 

顧問弁護士については、法律上の判断を必要とする場合に適宜意見をいただいております。会計

監査人については、会社法・証券取引法に基づく会計監査を行うとともに、会計上の判断を必要と

する場合に適宜意見をいただいております。いずれも、経営上の関与はなされておりません。 

  

⑩ 内部監査 

業務執行部門の中に、内部監査機能（各部門の業務プロセスの適切性・有効性を検証し、取締役

へ報告）として「監査室」を、またレスポンシブル・ケア活動に関する監査機能として「レスポン

シブル・ケア室」を設置しております。 

  

当社のコーポレート・ガバナンスおよび内部統制の仕組みの概要は次のとおりです。 
  
  

 

  



２ 会計監査 

当社は、「商法に基づく会計監査人」および「証券取引法に基づく会計監査」に新日本監査法人を

起用し、同監査法人との間で監査契約を締結し、それに基づいて報酬を支払っております。 

当期において業務を執行した公認会計士の氏名等は次のとおりです。 

  

 
(注) 新日本監査法人は、公認会計士法上の規制開始および日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち自主的に業

務執行社員の交替制度を導入しており、市田 龍は、同監査法人において策定された交替計画に基づいて平成

19年３月期をもって交替する予定となっておりましたが、同監査法人の交替規程改訂により、前倒しで平成18

年３月期をもって交替する予定となっております。 

当期の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、会計士補９名、その他１名であります。 

  

３ 役員報酬および監査報酬 

当期における当社の取締役および監査役に対する役員報酬等、および監査法人に対する監査報酬等

は以下のとおりです。 

・ 役員報酬等の内容 

① 取締役および監査役に支払った報酬 

 
(注) 報酬の支給人数には、当期退任した取締役(３名)並びに監査役(２名)を含んでおりま

す。なお、期末の取締役および監査役は、それぞれ16名および４名であります。 

② 使用人兼務取締役に対する使用人分給与 

 
③ 利益処分による役員賞与 

 
④ 退職慰労金 

 
・ 監査報酬等の内容 

当社の会計監査人である新日本監査法人に対する報酬 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 

 
  

４ 会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関

係の概要 

社外監査役森重鉄雄氏は、ジェイアール西日本不動産開発株式会社の代表取締役社長でありま

す。同社との資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。 

社外監査役高橋良昭氏は、新日本石油化学株式会社の代表取締役社長であります。同社との資本

的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。 

  

公認会計士の氏名等 所属する監査法人 継続監査年数

指定社員 業務執行社員
高 橋 嗣 雄

新日本監査法人
４年

市 田   龍 (注)11年

取締役 19名 291百万円

監査役 ６名 63百万円

取締役 11名 75百万円

取締役 15名 110百万円

取締役

監査役

３名

２名

147百万円

12百万円

26百万円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(自平成16年４月１日至平成17年３月

31日)及び前事業年度(自平成16年４月１日至平成17年３月31日)並びに当連結会計年度(自平成17年４月１

日至平成18年３月31日)及び当事業年度(自平成17年４月１日至平成18年３月31日)の連結財務諸表及び財

務諸表について、新日本監査法人の監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

資産の部

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 ※２ 24,193 20,079

   受取手形及び売掛金 52,996 57,444

   たな卸資産 29,702 38,705

   繰延税金資産 2,606 3,368

   その他 5,438 6,411

   貸倒引当金 △87 △ 94

   流動資産合計 114,848 46.1 125,914 43.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１ 
※２

   建物及び構築物 60,208 64,611

    減価償却累計額 40,835 42,891

    減損損失累計額 640 18,733 640 21,080

   機械装置及び運搬具 197,045 213,855

    減価償却累計額 165,064 174,467

    減損損失累計額 322 31,659 322 39,066

   工具器具及び備品 13,064 14,408

    減価償却累計額 11,200 12,060

    減損損失累計額 0 1,864 0 2,348

   土地 24,839 25,636

   建設仮勘定 9,315 16,958

   有形固定資産合計 86,410 34.6 105,089 36.0

 ２ 無形固定資産 3,284 1.3 2,595 0.9

 ３ 投資その他の資産

   投資有価証券
※２ 
※３

30,981 42,000

   出資金 ※３ 4,137 4,756

   長期貸付金 3,651 3,580

   繰延税金資産 1,494 925

   前払年金費用 2,348 2,730

   その他 2,381 4,481

   貸倒引当金 △186 △ 506

   投資その他の資産合計 44,806 18.0 57,966 19.9

   固定資産合計 134,501 53.9 165,650 56.8

   資産合計 249,349 100.0 291,564 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

負債の部

Ⅰ 流動負債

   支払手形及び買掛金 ※２ 36,901 40,143

   短期借入金 ※２ 6,951 11,538

   一年内に返済する 
   長期借入金

※２ 5,653 5,317

   未払法人税等 5,029 5,657

   引当金

    賞与引当金 1,998 2,151

    役員賞与引当金 ― 139

    修繕引当金 2,227 4,225 2,667 4,957

   その他 6,320 13,096

   流動負債合計 65,079 26.1 80,707 27.6

Ⅱ 固定負債

   社債 5,000 5,000

   長期借入金 ※２ 21,541 23,363

   繰延税金負債 1,157 5,429

   引当金

    退職給付引当金 6,756 6,754

    役員退職慰労引当金 390 7,146
―

6,754

   その他 ※４ 1,272 1,607

   固定負債合計 36,116 14.5 42,153 14.5

   負債合計 101,195 40.6 122,860 42.1

    少数株主持分

  少数株主持分 3,494 1.4 4,073 1.4

資本の部

Ⅰ 資本金 ※５ 16,529 6.6 16,529 5.7

Ⅱ 資本剰余金 13,565 5.4 13,565 4.7

Ⅲ 利益剰余金 112,496 45.1 125,684 43.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金 5,632 2.3 12,259 4.2

Ⅴ 為替換算調整勘定 △1,058 △0.4 1,939 0.7

Ⅵ 自己株式 ※６ △2,505 △1.0 △ 5,346 △ 1.8

   資本合計 144,660 58.0 164,631 56.5

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

249,349 100.0 291,564 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 197,222 100.0 232,441 100.0

Ⅱ 売上原価
※３ 
※５

145,019 73.5 176,253 75.8

   売上総利益 52,203 26.5 56,188 24.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費

   運賃・保管料 10,194 11,163

   人件費 ※１ 5,854 6,376

   研究開発費
※２ 
※５

8,724 9,417

   連結調整勘定の償却額 107 217

   その他 5,113 29,991 15.2 5,786 32,960 14.2

   営業利益 22,212 11.3 23,228 10.0

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 114 300

   受取配当金 858 1,158

   連結調整勘定の償却額 217 356

   持分法による投資利益 572 961

   技術料 1,006 1,022

   不動産賃貸料 976 991

   雑収益 436 4,179 2.1 1,385 6,173 2.6

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 480 733

   租税課金 249 246

   固定資産除却損 275 297

   固定資産撤去費用 278 487

   貸倒引当金繰入損 ― 364

   為替差損 152 10

   雑損失 1,250 2,683 1.4 1,117 3,254 1.4

   経常利益 23,709 12.0 26,148 11.2

Ⅵ 特別損失

   減損損失 ※４ 479 479 0.2 ― ― ―

   税金等調整前当期純利益 23,230 11.8 26,148 11.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

7,422 10,331

   法人税等調整額 △173 7,249 3.7 △ 594 9,738 4.1

   少数株主利益 275 0.1 153 0.1

   当期純利益 15,705 8.0 16,257 7.0



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 13,564 13,565

Ⅱ 資本剰余金増加高

   自己株式処分差益 1 1 0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高 13,565 13,565

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 98,948 112,496

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 15,705 15,705 16,257 16,257

Ⅲ 利益剰余金減少高

   配当金 1,920 2,945

   取締役賞与 100 124

   監査役賞与 10 1

   持分法適用会社減少に 
   伴う剰余金減少高

126 2,157
―

3,070

Ⅳ 利益剰余金期末残高 112,496 125,684



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
   税金等調整前当期純利益 23,230 26,148

   減価償却費 8,028 9,349

   減損損失 479 －

   退職給付引当金の増加額又は減少額(△) 148 △89

   受取利息及び受取配当金 △972 △1,458

   支払利息 480 733

   持分法による投資損益 △572 △961

   有形固定資産の除却 340 315

   売上債権の減少額又は増加額(△) △7,913 △3,646

   たな卸資産の減少額又は増加額(△) △5,140 △8,012

   仕入債務の増加額又は減少額(△) 7,052 2,719

   未払消費税等の増加額又は減少額(△) △169 △28
   その他 2,513 1,133

    小計 27,504 26,203

   利息及び配当金の受取額 957 1,571
   利息の支払額 △470 △709
   法人税等の支払額 △5,830 △9,597

   営業活動によるキャッシュ・フロー 22,161 17,468

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
   有形固定資産の取得による支出 △12,033 △22,105

   有形固定資産の売却による収入 29 11

   投資有価証券の取得による支出 △1,111 △832

   投資有価証券の売却による収入 2 176

   連結範囲変更を伴う子会社株式取得 
   による支出

△2,130 －

   出資金の出資等による支出 △2,240 △185

   出資金の回収等による収入 1 －

   貸付けによる支出 △334 △215

   貸付金の回収による収入 1,126 1,375
   その他 △246 1,112

   投資活動によるキャッシュ・フロー △16,934 △20,663

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
   短期借入金の純増減額 △453 4,448

   長期借入れによる収入 10,700 7,609

   長期借入金の返済による支出 △8,148 △8,815

   社債の発行による収入 5,000 －

   社債の償還による支出 △5,000 －

   配当金の支払額 △1,920 △2,945

   少数株主への配当金の支払額 △13 △17

   自己株式の取得による支出 △1,031 △2,843
   その他 4 2

   財務活動によるキャッシュ・フロー △861 △2,562

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 81 866

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 4,446 △4,891

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 18,654 24,160

Ⅶ 連結範囲変更に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額

1,060 587

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 24,160 19,856



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項
  当社の子会社のうち、13社を連結の範囲に含めてお
ります。連結子会社名は、「第1 企業の概況」の４関
係会社の状況に記載しているため省略しております。
  シンガポール・アクリリックPte及びシンガポー
ル・グレーシャル・アクリリックPte Ltdは、平成16
年７月１日において株式を取得したことにより、ま
た、日触化工(張家港)有限公司は、事業の重要性の観
点より、当連結会計年度から連結子会社に含めており
ます。
  子会社のうち、大光陸運㈱外は、連結の範囲に含め
ておりません。これらの非連結子会社は、総資産、売
上高、当期純損益及び利益剰余金等の観点からみて、
いずれもそれぞれ小規模であり、全体としても連結財
務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。

１ 連結の範囲に関する事項
  当社の子会社のうち、14社を連結の範囲に含めてお
ります。連結子会社名は、「第1 企業の概況」の４関
係会社の状況に記載しているため省略しております。
  日本蒸溜工業㈱は、重要性が増したため、当連結会
計年度より持分法適用会社から連結子会社としており
ます。
  子会社のうち、大光陸運㈱外は、連結の範囲に含め
ておりません。これらの非連結子会社は、総資産、売
上高、当期純損益及び利益剰余金等の観点からみて、
いずれもそれぞれ小規模であり、全体としても連結財
務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。

２ 持分法の適用に関する事項 
  持分法適用会社 
   (イ)非連結子会社数  １社 
      日本蒸溜工業㈱

２ 持分法の適用に関する事項 
  持分法適用会社 
   関連会社数    ６社 
    日本ポリマー工業㈱ 外

   (ロ)関連会社数    ６社 
      日本ポリマー工業㈱ 外
   日触スケネクタディ化学㈱は、平成17年３月31日
をもって営業活動を終了し解散したことにより、そ
の重要性が乏しくなったため、当連結会計年度にお
いて持分法適用会社から除外しております。

   持分法適用外とした非連結子会社(大光陸運㈱外)
及び関連会社(日本メタアクリルモノマー㈲外)は、
それぞれ連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす
影響は軽微であり、全体としても重要な影響を及ぼ
しておりません。

   また、持分法適用会社のうち、決算日が異なる会
社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表
を使用しております。

   日本蒸溜工業㈱は、重要性が増したため、当連結
会計年度より持分法適用会社から連結子会社として
おります。

   持分法適用外とした非連結子会社(大光陸運㈱外)
及び関連会社(日本メタアクリルモノマー㈲外)は、
それぞれ連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす
影響は軽微であり、全体としても重要な影響を及ぼ
しておりません。

   また、持分法適用会社のうち、決算日が異なる会
社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表
を使用しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項
  連結子会社のうち、エヌエイ・インダストリーズ
Inc.、ニッポンショクバイ(アジア)Pte Ltd、PT.ニッ
ポンショクバイ・インドネシア、ニッポンショクバ
イ・ヨーロッパN.V.、シンガポール・アクリリック
Pte Ltd、シンガポール・グレーシャル・アクリリッ
クPte Ltd、日触化工(張家港)有限公司の決算日は12
月31日であります。連結財務諸表の作成にあたって
は、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日までの
期間に発生した重要な取引は、連結上必要な調整を行
っております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４ 会計処理基準に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
  (イ)有価証券

４ 会計処理基準に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
  (イ)有価証券

   ① 子会社株式及び関連会社株式 
     主として移動平均法に基づく原価法

   ① 子会社株式及び関連会社株式
同左

   ② その他有価証券
    ａ 時価のあるもの
      決算日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却原
価は主として移動平均法により算定しており
ます。)

   ② その他有価証券
    ａ 時価のあるもの

同左

    ｂ 時価のないもの 
      主として移動平均法に基づく原価法

    ｂ 時価のないもの
同左

  (ロ)たな卸資産
    主として移動平均法に基づく低価法により評価

しております。

  (ロ)たな卸資産
同左



前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  (イ)有形固定資産

    当社及び国内連結子会社は、主として定率法を

採用しております。

    在外連結子会社は定額法を採用しております。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  (イ)有形固定資産

同左

  (ロ)無形固定資産

    定額法を採用しております。ただし、ソフトウ

ェア(自社利用分)については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法を採用しておりま

す。

  (ロ)無形固定資産

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  (イ)貸倒引当金

    債権の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  (イ)貸倒引当金

同左

  (ロ)賞与引当金

    翌連結会計年度に支給する従業員賞与に備える

ため、当連結会計年度が負担すべき金額を見積っ

て計上しております。

  (ロ)賞与引当金

同左

―――   (ハ)役員賞与引当金

    役員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額のうち当連結会計年度が負担すべ

き金額を計上しております。

   (追加情報)

    役員賞与については、従来、未処分利益の減少

とする処理を行っておりましたが、「役員賞与の

会計に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員

会実務対応報告第13号平成16年３月９日）に基づ

き、当連結会計年度より発生時に費用処理してお

ります。この結果、従来の方法と比べて、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、

139百万円減少しております。

  (ニ)修繕引当金

    大型製造装置等について、定期整備に必要な費

用を適正に見積り計上しております。

  (ニ)修繕引当金

同左

  (ホ)退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。過去勤務債務につ

いては、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(主として５年)による定額法に

より費用処理しております。数理計算上の差異に

ついては、各連結会計年度の発生時における従業

員の平均残存期間以内の一定の年数(主として10

年)による定額法により按分した額を発生の翌連

結会計年度から費用処理することとしておりま

す。

  (ホ)退職給付引当金

同左

  (ヘ)役員退職慰労引当金

    役員の退職慰労金に充てるため、主として、内

規に基づく当連結会計年度末現在の基準額を計上

しております。

  (ヘ)役員退職慰労引当金

    役員の退職慰労金に充てるため、主として、内

規に基づく当連結会計年度末現在の基準額を計上

しております。

    なお、当社は、平成17年６月22日の定時株主総

会の日をもって役員退職慰労金制度を廃止し、当

該総会までの期間に対応する役員退職慰労金相当

については、長期未払金として固定資産負債の

「その他」に計上しております。



 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負

債、収益及び費用は決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部

における為替換算調整勘定に含めております。

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

同左

 (5) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  (イ)ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為

替予約については振当処理を、また、金利スワッ

プについては特例処理を、それぞれ要件を満たし

ているため、採用しております。

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  (イ)ヘッジ会計の方法

同左

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約取引 外貨建債権債務

金利スワップ取引 借入金利息
 

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  (ハ)ヘッジ方針

    将来の為替及び金利の市場変動リスクをヘッジ

する方針であり、取引限度額は実需の範囲とし、

投機目的によるデリバティブ取引は行っておりま

せん。

  (ハ)ヘッジ方針

同左

  (ニ)ヘッジ有効性評価の方法

    ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動を直接結び付けて判定しており

ます。

  (ニ)ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

    消費税等の会計処理

    消費税等の会計処理は、税抜方式によっており

ます。

 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

    消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

  連結調整勘定の償却は、５年間の均等償却によって

おります。ただし、連結調整勘定の金額に重要性が乏

しい場合には発生年度において一時に償却しておりま

す。

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

同左

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

  連結剰余金計算書は連結会社の利益処分について連

結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成して

おります。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

同左

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書における現金同等物

には、取得日から３ヵ月以内に満期の到来する流動性

の高い、かつ、価値の変動のおそれのない、容易に換

金可能な短期投資及び預貯金のみを計上しておりま

す。

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
  

   

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の取得価額から、国庫補助金等及び

保険差益による圧縮記帳額1,151百万円が控除され

ております。

※１ 有形固定資産の取得価額から、国庫補助金等及び

保険差益による圧縮記帳額1,151百万円が控除され

ております。

 

※２ 担保に供している資産とこれに対する債務は次の

とおりであります。

区分 科目 金額(百万円)

担保提供資産 現金及び預金 8

建物及び構築物 30

土地 56

投資有価証券 2,517

計 2,610

対応債務
支払手形及び 
買掛金

93

短期借入金 960

長期借入金 
(１年内に返済す
るものを含む)

1,352

計 2,405

 

※２ 担保に供している資産とこれに対する債務は次の

とおりであります。

区分 科目
金額(百万
円)

(工場財団)
（百万円）

担保提
供資産

現金及び預金 8 (―)

建物及び構築物 197 (143)

機械装置及び
運搬具

250 (250)

土地 293 (231)

投資有価証券 1,179 (―)

計 1,927 (624)

対応
債務

支払手形及び
買掛金

80 (―)

短期借入金 640 (20)

長期借入金
(１年内に返済
するものを含
む)

1,783 (755)

計 2,503 (775)

 （注） 担保提供資産及び対応債務のうち（ ）は内

書きで、工場財団抵当並びに当該債務を示し

ております。

※３ 非連結子会社及び関連会社に係る注記

   非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

 投資有価証券(株式) 6,872百万円

 出資金 4,129百万円

※３ 非連結子会社及び関連会社に係る注記

   非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

 投資有価証券(株式) 6,390百万円

 出資金 4,748百万円

※４ 固定負債「その他」には、連結調整勘定27百万円

が含まれております。
※４ 固定負債「その他」には、連結調整勘定160百万

円が含まれております。

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式194,881,287

株であります。

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式194,881,287

株であります。

※６ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

4,131,376株であります。

   なお、連結子会社、持分法を適用した非連結子会

社及び関連会社は、当社株式を保有しておりませ

ん。

※６ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

6,732,015株であります。

   なお、連結子会社及び関連会社は、当社株式を保

有しておりません。

 

７ 偶発債務

 保証債務残高

  下記のとおり銀行借入等に対し、連帯保証を行って

おります。

被保証者名 摘要
金額
(百万円)

アメリカン・アクリルL.P. 関係会社 2,363

日本蒸溜工業㈱ 〃 250

大光陸運(株) 〃 36

合計 ― 2,649

 

 

７ 偶発債務

 保証債務残高

  下記のとおり銀行借入等に対し、連帯保証を行って

おります。

被保証者名 摘要
金額 
(百万円)

アメリカン・アクリルL.P. 関係会社 2,584

大光陸運(株) 〃 79

合計 ― 2,664

 

８  受取手形割引高 516百万円

   受取手形裏書譲渡高 14百万円

８  受取手形割引高 904百万円

   受取手形裏書譲渡高 13百万円



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 

※１ 
※２

引当金繰入額は次のとおりであります。

 

(1) 賞与引当金 人件費 1,064百万円

  繰入額 研究開発費 944百万円

 計 2,008百万円

(2) 退職給付引当金 人件費 359百万円

  繰入額 研究開発費 310百万円

  (退職給付費用)  計 669百万円

 

※１
※２

引当金繰入額は次のとおりであります。

 

(1) 賞与引当金 人件費 1,130百万円

  繰入額 研究開発費 1,076百万円

 計 2,205百万円

(2) 退職給付引当金 人件費 371百万円

  繰入額 研究開発費 393百万円

  (退職給付費用)  計 764百万円

※３ たな卸資産に関する低価基準による評価減

   低価法による当期分評価損繰入額(前期分評価損

戻入調整前)は559百万円であります。

※３ たな卸資産に関する低価基準による評価減

   低価法による当期分評価損繰入額(前期分評価損

戻入調整前)は81百万円であります。

※４ 減損損失

   当連結会計年度において、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

㈱日本触媒 

(福井県小浜市)

賃貸資産 土地、建物 

および構築物

㈱日本触媒 

(神奈川県 

川崎市)

ビニル 

ピロリドン 

製造設備

機械装置、 

構築物、建物 

および 

工具器具及び 

備品

 

―――

   

  資産のグルーピングは、管理会計上の区分に基づき

決定しました。

  福井県に所有する賃貸資産については、近年の地価

下落等により収益性の改善が見込まれないので、当該

資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(371百万円)として特別損失に

計上しました。その内訳は、土地333百万円、建物37

百万円、構築物１百万円であります。なお、当該資産

グループの回収可能価額は使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを1.7％で割り引いて算

定しております。

  神奈川県に所有するビニルピロリドン製造設備につ

いては、同製品の市場拡大が見込まれず製品価格も低

下し、今後経常的な損失の発生が予想されますので、

当該資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失(108百万円)として特別損

失に計上しました。その内訳は、機械装置101百万

円、構築物４百万円、建物３百万円、工具器具及び備

品０百万円であります。なお、当該資産グループの回

収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャ

ッシュ・フローを1.7％で割り引いて算定しておりま

す。

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

9,529百万円

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

10,120百万円



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成17年３月31日)

現金及び預金勘定 24,193百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △33百万円

現金及び現金同等物 24,160百万円
 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成18年３月31日)

現金及び預金勘定 20,079百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △ 223百万円

現金及び現金同等物 19,856百万円

株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産

及び負債の主な内訳

 当連結会計年度において、株式の取得により新たにシ

ンガポール・アクリリックPte Ltd及びシンガポール・

グレーシャル・アクリリックPte Ltdの２社を連結した

ことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに２社

の株式の取得価額と取得のための支出(純額)との関係は

次のとおりであります。

流動資産 1,671百万円

固定資産 3,355百万円

連結調整勘定 280百万円

流動負債 △1,299百万円

固定負債 △42百万円

少数株主持分 △1,545百万円

株式の取得価額 2,420百万円

現金及び現金同等物 △290百万円

差引・取得のための支出 2,130百万円

―――

 



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額
 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

10 1 9

工具器具 
及び備品

464 287 177

無形固定資産 
(ソフトウェ
ア)

16 4 13

合計 490 292 198

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

14 4 11

工具器具
及び備品

505 377 128

無形固定資産
(ソフトウェ
ア)

16 7 9

合計 536 388 148

  なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しております。

同左

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 100百万円

１年超 98百万円

計 198百万円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の

割合が低いため、「支払利子込み法」により算定して

おります。

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 71百万円

１年超 77百万円

計 148百万円

同左

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 125百万円

減価償却費相当額 125百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 110百万円

減価償却費相当額 110百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法により算定しております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

  （減損損失について）

  リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。

  （減損損失について）

同左



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 売買目的有価証券(平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

３ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  

 
  

４ 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月

31日) 

該当事項はありません。 

  

５ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31

日) 

  

 
  

６ 時価評価されていない主な有価証券(平成17年３月31日) 

  

 
  

７ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還

予定額(平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

株式 12,350 21,892 9,543

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

株式 579 551 △27

合計 12,928 22,444 9,516

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

2 1 ―

区分 種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式 1,166

(店頭売買株式を除く)

優先出資証券 500



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 売買目的有価証券(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

３ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

 
  

４ 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月

31日) 

該当事項はありません。 

  

５ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31

日) 

  

 
  

６ 時価評価されていない主な有価証券(平成18年３月31日) 

  

 
  

７ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還

予定額(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

株式 13,164 33,882 20,718

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

株式 594 585 △8

合計 13,757 34,467 20,710

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

176 56 －

区分 種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券
非上場株式

1,143
(店頭売買株式を除く)



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容 

当社グループの利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引及び金利スワップ取引であ

ります。 

(2) 取引に対する取組み方針及び利用目的 

為替予約取引は、為替相場の変動リスクを回避する目的で、輸出取引に係る外貨建の売掛金

について行っており、投機目的でのデリバティブ取引は行っておりません。 

金利スワップ取引は、将来の金利上昇の影響を回避し固定化させるため、変動金利支払の長

期借入金について、債務の残高の範囲内において行っており、投機目的によるデリバティブ

取引は行っておりません。 

ヘッジ有効性の評価方法は、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー

変動を直接結び付けて判定しております。 

(3) 取引に係るリスクの内容 

 (市場リスク) 

為替予約取引は、外貨建金銭債権債務の換算を通じて、当連結会計年度末の貸借対照表の売

掛金に振り当てられており、また金利スワップ取引についても、リスクヘッジ目的であるた

め市場リスクはほとんどないと判断しております。 

 (信用リスク) 

デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い金融機関であるため、信用リスクはほとんどな

いと判断しております。 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引は、財務本部等で行っており、毎月の取引状況を担当役員に報告しており

ます。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1) 通貨関連 

ヘッジ会計が適用されているものについては記載対象から除いているため、ここで記載する

事項はありません。 

(2) 金利関連 

ヘッジ会計が適用されているものについては記載対象から除いているため、ここで記載する

事項はありません。 

  



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容 

当社グループの利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引及び金利スワップ取引であ

ります。 

(2) 取引に対する取組み方針及び利用目的 

為替予約取引は、為替相場の変動リスクを回避する目的で、輸出取引に係る外貨建の売掛金

について行っており、投機目的でのデリバティブ取引は行っておりません。 

金利スワップ取引は、将来の金利上昇の影響を回避し固定化させるため、変動金利支払の長

期借入金について、債務の残高の範囲内において行っており、投機目的によるデリバティブ

取引は行っておりません。 

ヘッジ有効性の評価方法は、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー

変動を直接結び付けて判定しております。 

(3) 取引に係るリスクの内容 

 (市場リスク) 

為替予約取引は、外貨建金銭債権債務の換算を通じて、当連結会計年度末の貸借対照表の売

掛金に振り当てられており、また金利スワップ取引についても、リスクヘッジ目的であるた

め市場リスクはほとんどないと判断しております。 

 (信用リスク) 

デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い金融機関であるため、信用リスクはほとんどな

いと判断しております。 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引は、財務本部等で行っており、毎月の取引状況を担当役員に報告しており

ます。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1) 通貨関連 

ヘッジ会計が適用されているものについては記載対象から除いているため、ここで記載する

事項はありません。 

(2) 金利関連 

ヘッジ会計が適用されているものについては記載対象から除いているため、ここで記載する

事項はありません。 

  



(退職給付関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度、企業年金基金制度及び適

格退職年金制度を採用しております。従業員の退職に際して割増退職金を支給する場合があります。

在外連結子会社の一部は、確定給付型または確定拠出型の退職給付制度を採用しております。また、

当社及び国内連結子会社中１社において、退職給付信託を設定しております。 

 当社は、厚生年金基金の代行部分について、平成16年４月１日に厚生労働大臣から過去分返上の認

可を受け、同日より企業年金基金へ移行しました。また、平成16年８月20日に国に返還相当額(最低

責任準備金)の納付を行いました。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日) 

 
(注) １ 当社は、当連結会計年度からポイント制を導入しましたので、過去勤務債務(債務の増加)が発生して

おります。 

   ２ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 
(注) １ 割増退職金を含んでおります。 

   ２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

イ 退職給付債務 △30,610百万円

ロ 年金資産 19,643百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △10,968百万円

ニ 未認識数理計算上の差異 6,667百万円

ホ 未認識過去勤務債務(債務の減額) △107百万円

ヘ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) △4,408百万円

ト 前払年金費用 2,348百万円

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △6,756百万円

イ 勤務費用 (注)1,2 950百万円

ロ 利息費用 677百万円

ハ 期待運用収益 △435百万円

ニ 過去勤務債務の費用処理額 △273百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 622百万円

ヘ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 1,540百万円

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 主として1.9％

ハ 期待運用収益率 主として3.0％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 主として５年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法によります。)

ホ 数理計算上の差異の処理年数 主として10年(各連結会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により

按分した額を発生の翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。)



次へ 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度、企業年金基金制度及び適

格退職年金制度を採用しております。従業員の退職に際して割増退職金を支給する場合があります。

在外連結子会社の一部は、確定給付型または確定拠出型の退職給付制度を採用しております。また、

当社及び国内連結子会社中１社において、退職給付信託を設定しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

 
(注) １ 当社は、当連結会計年度からキャッシュ・バランス・プランを導入しましたので、過去勤務債務(債

務の減少)が発生しております。 

   ２ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 
(注) １ 割増退職金を含んでおります。 

   ２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
  

イ 退職給付債務 △29,937百万円

ロ 年金資産 25,406百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △4,531百万円

ニ 未認識数理計算上の差異 1,269百万円

ホ 未認識過去勤務債務(債務の減額) △761百万円

ヘ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) △4,024百万円

ト 前払年金費用 2,730百万円

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △6,754百万円

イ 勤務費用 (注)1,2 1,007百万円

ロ 利息費用 537百万円

ハ 期待運用収益 △458百万円

ニ 過去勤務債務の費用処理額 △322百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 937百万円

ヘ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 1,700百万円

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 主として1.9％

ハ 期待運用収益率 主として3.0％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 主として５年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法によります。)

ホ 数理計算上の差異の処理年数 主として10年(各連結会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により

按分した額を発生の翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。)



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

繰延税金資産

投資有価証券等 1,888百万円

減損損失 1,562百万円

退職給付引当金 1,519百万円

未実現利益 926百万円

修繕引当金 902百万円

賞与引当金 759百万円

減価償却費 715百万円

繰越欠損金(在外子会社) 647百万円

未払事業税 444百万円

その他 771百万円

繰延税金資産小計 10,134百万円

評価性引当額 △1,064百万円

繰延税金資産合計 9,070百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △3,862百万円

関係会社投資(在外子会社) △909百万円

減価償却費(在外子会社) △822百万円

固定資産圧縮積立金 △340百万円

特別償却準備金 △110百万円

その他 △84百万円

繰延税金負債合計 △6,126百万円

繰延税金資産の純額 2,943百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 1,989百万円

投資有価証券等 1,866百万円

減損損失 1,507百万円

未実現利益 1,215百万円

繰越欠損金(在外子会社) 1,152百万円

修繕引当金 1,081百万円

賞与引当金 819百万円

減価償却費 693百万円

未払事業税 481百万円

その他 1,478百万円

繰延税金資産小計 12,280百万円

評価性引当額 △2,211百万円

繰延税金資産合計 10,069百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △8,407百万円

関係会社投資(在外子会社) △1,152百万円

減価償却費(在外子会社) △852百万円

固定資産圧縮積立金 △340百万円

特別償却準備金 △293百万円

その他 △161百万円

繰延税金負債合計 △11,205百万円

繰延税金負債の純額 △1,137百万円

  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

流動資産―繰延税金資産 2,606百万円

固定資産―繰延税金資産 1,494百万円

固定負債―繰延税金負債 △1,157百万円

  繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

流動資産―繰延税金資産 3,368百万円

固定資産―繰延税金資産 925百万円

固定負債―繰延税金負債 △5,429百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

試験研究費特別控除 △4.3％

繰越欠損金の充当 △3.7％

持分法投資利益 △1.0％

その他 △0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.2％
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

回収時期未定の一時差異 4.0％

試験研究費特別控除 △3.9％

持分法投資利益 △1.5％

その他 △2.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.2％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、事業の種類・性質の類似性等を勘案して決定しております。 

２ 各事業区分の主な製品 

 
３ 資産のうち消去又は全社に含めた全社資産の金額は31,919百万円であり、その主なものは、当社での余資運

用資金(現金・預金)及び長期投資資金(投資有価証券等)等であります。 

４ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却費が含まれております。 

  

基礎化学品 
(百万円)

機能性化学品
(百万円)

環境・触媒
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

80,027 99,355 17,840 197,222 ― 197,222

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

12,330 442 199 12,971 (12,971) ―

計 92,357 99,796 18,040 210,193 (12,971) 197,222

  営業費用 82,426 89,708 15,910 188,043 (13,034) 175,010

  営業利益 9,931 10,089 2,130 22,150 62 22,212

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失及び資本的支出

  資産 81,919 113,542 22,408 217,870 31,480 249,349

  減価償却費 2,963 5,624 407 8,994 ― 8,994

  減損損失 ― 479 ― 479 ― 479

  資本的支出 5,090 7,537 374 13,002 ― 13,002

(1) 基礎化学品事業 アクリル酸、アクリル酸エステル、酸化エチレン、エチレングリコール、エタノ

ールアミン、高級アルコール

(2) 機能性化学品事業 高吸水性樹脂、医薬中間原料、コンクリート混和剤用ポリマー、有機・無機微粒

子、よう素、無水マレイン酸、不飽和ポリエステル樹脂、粘接着剤・塗料用樹

脂、耐熱絶縁塗料、樹脂成形品、粘着加工品

(3) 環境・触媒事業 自動車触媒、脱硝触媒、ダイオキシン類分解触媒、プロセス触媒、排ガス処理装

置



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、事業の種類・性質の類似性等を勘案して決定しております。 

２ 各事業区分の主な製品 

 
３ 資産のうち消去又は全社に含めた全社資産の金額は41,522百万円であり、その主なものは、当社での余資運

用資金(現金・預金)及び長期投資資金(投資有価証券等)等であります。 

４ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却費が含まれております。 

  

基礎化学品 
(百万円)

機能性化学品
(百万円)

環境・触媒
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

94,095 116,300 22,046 232,441 － 232,441

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

17,063 460 1,302 18,825 (18,825) －

計 111,158 116,760 23,348 251,266 (18,825) 232,441

  営業費用 100,000 107,498 20,226 227,724 (18,511) 209,213

  営業利益 11,158 9,262 3,123 23,542 (314) 23,228

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 94,753 133,032 23,309 251,094 40,470 291,564

  減価償却費 3,448 6,693 504 10,645 － 10,645

  資本的支出 11,923 13,617 394 25,934 － 25,934

(1) 基礎化学品事業 アクリル酸、アクリル酸エステル、酸化エチレン、エチレングリコール、エタノ

ールアミン、高級アルコール

(2) 機能性化学品事業 高吸水性樹脂、医薬中間原料、コンクリート混和剤用ポリマー、有機・無機微粒

子、よう素、無水マレイン酸、不飽和ポリエステル樹脂、粘接着剤・塗料用樹

脂、樹脂成形品、粘着加工品

(3) 環境・触媒事業 自動車触媒、脱硝触媒、ダイオキシン類分解触媒、プロセス触媒、排ガス処理装

置



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 
３ 資産のうち消去又は全社に含めた全社資産の金額は31,919百万円であり、その主なものは、当社での余資運

用資金(現金・預金)及び長期投資資金(投資有価証券等)等であります。 

４ 表示区分の変更 

従来、「その他の地域」に含めておりましたアジアは、その重要性が増したため、当連結会計年度から「ア

ジア」として区分表示しております。 

なお、変更後の表示区分により、前連結会計年度の所在地別セグメント情報を示すと次のとおりでありま

す。 

  

前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

  

 
  

日本
(百万円)

欧州 
(百万円)

アジア
(百万円)

その他の
地域 
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

147,020 22,701 17,611 9,890 197,222 ― 197,222

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

15,096 51 176 604 15,927 (15,927) ―

計 162,116 22,753 17,786 10,494 213,150 (15,927) 197,222

営業費用 145,233 21,783 14,600 10,247 191,863 (16,854) 175,010

営業利益 16,884 970 3,186 247 21,286 926 22,212

Ⅱ 資産 170,752 13,428 27,355 12,634 224,169 25,180 249,349

(1) 欧州 ……………ベルギー

(2) アジア ……………シンガポール、インドネシア、中国

(3) その他の地域 北米………米国

日本 
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

その他の
地域 
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

135,575 18,817 6,693 8,645 169,733 ― 169,733

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

12,426 46 2,525 415 15,414 (15,414) ―

計 148,002 18,864 9,219 9,061 185,148 (15,414) 169,733

営業費用 135,143 17,907 8,746 8,549 170,346 (16,063) 154,282

営業利益 12,858 957 473 512 14,801 648 15,450

Ⅱ 資産 153,433 11,634 15,338 14,366 194,773 25,412 220,185



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 
３ 資産のうち消去又は全社に含めた全社資産の金額は41,522百万円であり、その主なものは、当社での余資運

用資金(現金・預金)及び長期投資資金(投資有価証券等)等であります。 

  

日本
(百万円)

欧州 
(百万円)

アジア
(百万円)

その他の
地域 
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

168,773 23,935 27,405 12,329 232,441 ― 232,441

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

19,061 61 935 81 20,137 (20,137) ―

計 187,834 23,996 28,339 12,409 252,578 (20,137) 232,441

営業費用 167,483 23,789 24,676 13,727 229,676 (20,463) 209,213

営業利益又は営業損失
(△)

20,350 207 3,663 △ 1,318 22,902 326 23,228

Ⅱ 資産 192,113 18,995 31,818 14,920 257,845 33,719 291,564

(1) 欧州 ……………ベルギー

(2) アジア ……………シンガポール、インドネシア、中国

(3) その他の地域 北米………米国



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……………東アジア及び東南アジア諸国 

(2) 欧州………………ヨーロッパ諸国 

(3) 北米………………北アメリカ諸国 

(4) その他の地域……アジア、欧州、北米及び本邦を除く国又は地域 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計金額であります。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……………東アジア及び東南アジア諸国 

(2) 欧州………………ヨーロッパ諸国 

(3) 北米………………北アメリカ諸国 

(4) その他の地域……アジア、欧州、北米及び本邦を除く国又は地域 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計金額であります。 

  

アジア 欧州 北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 36,309 28,688 15,975 4,078 85,051

Ⅱ 連結売上高(百万円) 197,222

Ⅲ 連結売上高に占める海外
売上高の割合(％)

18.4 14.5 8.1 2.1 43.1

アジア 欧州 北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 48,385 32,788 18,623 6,958 106,754

Ⅱ 連結売上高(百万円) 232,441

Ⅲ 連結売上高に占める海外
売上高の割合(％)

20.8 14.1 8.0 3.0 45.9



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

子会社等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

製品の販売及び原材料の購入については、市場価格及び原価を勘案した価格交渉の上、決定しておりま

す。 

(注) 上記金額の取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(１)役員及び個人主要株主等 

  

 
当社取締役八谷秀孝及び同氏の二親等以内の親族４名が、八谷不動産株式会社の全議決権を有しておりま

す。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

賃借料については、市場価格を勘案した価格交渉の上、決定しております。 

(注) 上記金額の取引金額には消費税等を含めておりません。 

  

(２)子会社等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

製品の販売及び原材料の購入については、市場価格及び原価を勘案した価格交渉の上、決定しておりま

す。 

(注) 上記金額の取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連 
会社

㈱アイシーテ
ィー

大阪市 
中央区

320
化学品の 
卸売業

所有 
直接 50.0

出向
１人 
兼任 
３人

当社製品
( 自動車
触媒 ) の
供給及び
その付帯
取引

自動車触媒
の販売

10,543
受取手形
及び売掛
金

4,281

原材料の購
入

9,014
支払手形
及び買掛
金

2,437

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 八谷不動産㈱
大阪市 
北区

10
不動産の
賃貸借及
び管理

―
兼任
１人

建物の賃
借

建物の賃借 13 ― ―

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連 
会社

㈱アイシーテ
ィー

大阪市 
中央区

320
化学品の 
卸売業

所有 
直接 50.0

出向
１人 
兼任 
２人

当社製品
( 自動車
触媒 ) の
供給及び
その付帯
取引

自動車触媒
の販売

12,753
受取手形
及び売掛
金

4,884

原材料の購
入

11,018
支払手形
及び買掛
金

2,825



(１株当たり情報) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１株当たり純資産額 757.72円 １株当たり純資産額 875.00円
 

１株当たり当期純利益金額 81.37円 １株当たり当期純利益金額 85.89円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

 １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のと

おりであります。

当期純利益 15,705百万円

普通株主に帰属しない金額 125百万円

(うち利益処分による役員賞与金) (125百万円)

普通株式に係る当期純利益 15,581百万円

普通株式の期中平均株式数 191,486千株

 １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のと

おりであります。

当期純利益 16,257百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る当期純利益 16,257百万円

普通株式の期中平均株式数 189,287千株



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱日本触媒 第５回無担保社債
平成16年 
10月27日

5,000 5,000
年
0.81

なし
平成21年
10月27日

合計 ― ― 5,000 5,000 ― ― ―

1年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

― ― ― 5,000 ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 6,951 11,538 2.7 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 5,653 5,317 2.8 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

21,541 23,363 1.9 平成19年～平成24年

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 34,145 40,218 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 5,293 4,510 9,961 263



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  
前事業年度

(平成17年３月31日)
当事業年度 

(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 13,966 9,863

 ２ 受取手形 276 237

 ３ 売掛金 ※７ 48,536 53,518

 ４ 製商品 8,082 10,835

 ５ 原材料 5,434 6,166

 ６ 仕掛品 5,563 6,437

 ７ 貯蔵品 1,116 1,475

 ８ 充填触媒 ※１ 1,312 1,072

 ９ 前払費用 388 174

 10 繰延税金資産 2,010 2,473

 11 関係会社短期貸付金 1,032 485

 12 未収入金 ※７ 1,021 2,099

 13 その他 408 247

 14 貸倒引当金 △21 △ 23

   流動資産合計 89,124 43.0 95,059 40.0

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※３

  １ 建物 ※４ 10,805 11,730

  ２ 構築物 ※４ 3,683 3,937

  ３ 機械装置 ※４ 14,431 18,324

  ４ 車両及び運搬具 34 142

  ５ 工具器具及び備品 1,535 1,943

  ６ 土地 23,231 23,542

  ７ 建設仮勘定 4,661 11,739

  ８ 減損損失累計額 △962 △ 962

    有形固定資産合計 57,419 27.7 70,396 29.7

 (2) 無形固定資産

  １ 営業権 221 110

  ２ 特許権 33 48

  ３ 借地権 170 170

  ４ 商標権 1 1

  ５ ソフトウェア 2,122 1,628

  ６ 電話加入権 17 17

  ７ 施設利用権 235 196

  ８ その他 39 21

    無形固定資産合計 2,838 1.4 2,191 0.9



前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※２ 23,814 35,188

  ２ 関係会社株式 24,447 24,745

  ３ 関係会社出資金 4,875 5,204

  ４ 長期貸付金 40 30

  ５ 従業員長期貸付金 86 62

  ６ 関係会社長期貸付金 ― 300

  ７ 長期前払費用 817 782

  ８ 繰延税金資産 551 ―

  ９ 敷金及び保証金 762 776

  10 長期未収入金 40 40

  11 前払年金費用 2,348 2,641

  12 その他 290 271

  13 貸倒引当金 △148 △ 114

    投資その他の資産合計 57,923 27.9 69,925 29.4

   固定資産合計 118,179 57.0 142,512 60.0

   資産合計 207,303 100.0 237,571 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※７ 29,908 32,126

 ２ 短期借入金 4,380 4,380

 ３ 一年内に返済する 
   長期借入金

※２ 2,398 1,967

 ４ 未払金 3,390 7,128

 ５ 未払費用 771 889

 ６ 未払法人税等 4,562 5,166

 ７ 前受金 ― 3,179

 ８ 預り金 169 217

 ９ 賞与引当金 1,613 1,725

 10 役員賞与引当金 ― 120

 11 修繕引当金 2,026 2,466

 12 その他 518 155

   流動負債合計 49,734 24.0 59,516 25.1

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 5,000 5,000

 ２ 長期借入金 ※２ 12,319 13,352

 ３ 繰延税金負債 ― 4,365

 ４ 退職給付引当金 5,636 5,719

 ５ 役員退職慰労引当金 283 ―

 ６ その他 1,231 1,337

   固定負債合計 24,469 11.8 29,772 12.5

   負債合計 74,203 35.8 89,288 37.6



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※５ 16,529 8.0 16,529 7.0

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 13,562 13,562

 ２ その他資本剰余金

  (1) 自己株式処分差益 3 3

    資本剰余金合計 13,565 6.5 13,565 5.7

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 3,920 3,920

 ２ 任意積立金

  (1) 配当準備積立金 760 760

  (2) 特別償却準備金 106 69

  (3) 固定資産圧縮積立金 495 492

  (4) 別途積立金 80,165 88,165

 ３ 当期未処分利益 14,482 17,968

   利益剰余金合計 99,928 48.2 111,374 46.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金 5,582 2.7 12,160 5.1

Ⅴ 自己株式 ※６ △2,505 △1.2 △ 5,346 △ 2.3

   資本合計 133,100 64.2 148,283 62.4

   負債・資本合計 207,303 100.0 237,571 100.0



② 【損益計算書】 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※１

 １ 製商品売上高 146,789 100.0 170,510 100.0

Ⅱ 売上原価
※２ 
※３

 １ 期首製商品たな卸高 5,151 8,082

 ２ 当期商品仕入高 13,712 16,156

 ３ 当期製品製造原価 ※10 98,188 116,268

 ４ 他勘定受入高 ※４ 29 1

合計 117,080 140,508

 ５ 原価差額 ※５ 456 1,455

 ６ 他勘定振替高 ※６ 1,564 2,937

 ７ 期末製商品たな卸高 8,082 106,977 72.9 10,835 125,280 73.5

    売上総利益 39,811 27.1 45,230 26.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３

 １ 運賃・保管料 8,725 9,419

 ２ 貸倒引当金繰入額 ― 2

 ３ 従業員給与手当 2,488 2,428

 ４ 賞与引当金繰入額 805 836

 ５ 退職給付費用 266 305

 ６ 減価償却費 358 399

 ７ 研究開発費 ※10 8,384 8,997

 ８ その他 3,535 24,561 16.7 3,929 26,315 15.4

    営業利益 15,251 10.4 18,915 11.1

Ⅳ 営業外収益 ※７

 １ 受取利息 32 27

 ２ 受取配当金 1,004 1,939

 ３ 技術料 1,784 1,996

 ４ 不動産賃貸料 1,101 1,110

 ５ 雑収益 ※８ 273 4,193 2.8 1,018 6,090 3.6



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 125 151

 ２ 社債利息 78 41

 ３ たな卸資産廃棄損 132 164

 ４ 固定資産除却額 201 216

 ５ 固定資産撤去費用 215 466

 ６ 租税課金 249 244

 ７ 技術輸出費用 86 53

 ８ 減価償却費 146 268

 ９ 為替差損 141 183

 10 雑損失 276 1,649 1.1 210 1,996 1.2

    経常利益 17,795 12.1 23,008 13.5

Ⅵ 特別損失

   減損損失 ※９ 479 479 0.3 ― ― ―

   税引前当期純利益 17,316 11.8 23,008 13.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

6,602 8,550

   法人税等調整額 △349 6,253 4.3 △43 8,507 5.0

   当期純利益 11,063 7.5 14,502 8.5

   前期繰越利益 4,378 4,885

   中間配当額 960 1,419

   当期未処分利益 14,482 17,968



製造原価明細書 

  

 
(注) １ ※１ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 

  

 
  
  

 
２ 原価計算の方法は、原価計算基準に基づき、主として組別・工程別総合原価計算を実施しております。 

なお、原価差額については、期末において調整を行っております。 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 72,508 71.3 89,094 74.5

Ⅱ 労務費 10,009 9.8 10,439 8.7

Ⅲ 経費 ※１ 19,271 18.9 20,048 16.8

  当期総製造費用 101,788 100.0 119,580 100.0

  期首仕掛品たな卸高 4,446 5,563

  他勘定受入高 ※２ 1,742 1,551

合計 107,976 126,695

  他勘定振替高 ※３ 4,225 3,990

  期末仕掛品たな卸高 5,563 6,437

  当期製品製造原価 98,188 116,268

摘要
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

摘要
当事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

減価償却費 3,957百万円 減価償却費 4,003百万円

支払電力料 2,784百万円 支払電力料 2,495百万円

修繕費 4,470百万円 修繕費 5,614百万円

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※２ 他勘定受入高の主な内訳は、製商品の製造

工程への投入および充填触媒の原価算入であ

ります。

※２        同左

※３ 他勘定振替高の主な内訳は、社外・当社研

究所への用役給付高、触媒(仕掛品)の充填触

媒への振替および休止固定費の原価差額への

振替であります。

※３        同左



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は、株主総会承認年月日であります。 

  

前事業年度
(平成17年６月22日)

当事業年度 
(平成18年６月21日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 14,482 17,968

Ⅱ 任意積立金取崩額

   特別償却準備金取崩額 37 37

   固定資産圧縮積立金 
   取崩額

2 40 2 40

合計 14,521 18,007

Ⅲ 利益処分額

   配当金 1,526 1,599

   取締役賞与金 110 ―

   任意積立金

    特別償却準備金 ― 312

    別途積立金 8,000 9,636 10,000 11,911

Ⅳ 次期繰越利益 4,885 6,096



重要な会計方針 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

 ① 子会社株式及び関連会社株式

    移動平均法に基づく原価法

 ② その他有価証券

  ａ 時価のあるもの

    決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しております。)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

 ① 子会社株式及び関連会社株式

同左

 ② その他有価証券

  ａ 時価のあるもの

同左

  ｂ 時価のないもの 

    移動平均法に基づく原価法

  ｂ 時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

製商品 移動平均法に基づく低価法

原材料      同上

仕掛品      同上

貯蔵品      同上

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左

３ 固定資産の減価償却の方法

 (イ)有形固定資産

   定率法

   耐用年数及び残存価額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっております。ただ

し、一部の機械装置については、当社独自の耐用年

数を設定しております。

３ 固定資産の減価償却の方法

 (イ)有形固定資産

同左

 (ロ)無形固定資産

   定額法

   ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

 (ロ)無形固定資産

同左

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

同左

５ 引当金の計上基準

 (イ)貸倒引当金

   債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

５ 引当金の計上基準

 (イ)貸倒引当金

同左

 (ロ)賞与引当金

   翌期に支給する従業員賞与に備えるため、当期が

負担すべき金額を見積って計上しております。

 (ロ)賞与引当金

同左

―――  (ハ)役員賞与引当金

   役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額のうち当期が負担すべき金額を計上して

おります。

  (追加情報)

    役員賞与については、従来、未処分利益の減少

とする処理を行っておりましたが、「役員賞与の

会計に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員

会実務対応報告第13号平成16年３月９日）に基づ

き、当期より発生時に費用処理しております。こ

の結果、従来の方法と比べて、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は、120百万円減少して

おります。



 
  

  

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (ニ)修繕引当金

   大型製造装置等について、定期整備に必要な費用

を適正に見積り計上しております。

 (ニ)修繕引当金

同左

 (ホ)退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により費用処理しております。数

理計算上の差異については、各期の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分した額を発生の翌期から費

用処理することとしております。

 (ホ)退職給付引当金

同左

 (ヘ)役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金に充てるため、内規に基づく期

末現在の基準額を計上しております。

 (ヘ)役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金に充てるため、内規に基づく期

末現在の基準額を計上しておりましたが、平成17年

６月22日の定時株主総会の日をもって役員退職慰労

金制度を廃止したため、引当金残高を取り崩しまし

た。なお、当該総会までの期間に対応する役員退職

慰労金相当額については、長期未払金として固定負

債の「その他」に計上しております。

６ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

６ リース取引の処理方法

同左

７ ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替

予約については、振当処理の要件を満たしているた

め、振当処理を採用しております。

７ ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約取引 外貨建債権債務

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③ ヘッジ方針

   将来の為替の市場変動リスクをヘッジする方針で

あり、取引限度額は実需の範囲とし、投機目的によ

るデリバティブ取引は行っておりません。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動を直接結び付

けて判定しております。

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

   消費税等の会計処理の方法

   消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

   消費税等の会計処理の方法

同左



表示方法の変更 

  

 
  

注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――― (貸借対照表) 

 「前受金」は負債及び資本の合計額の100分の１を超

えたため、当期より区分掲記しております。 

 なお、前期は流動負債の「その他」に372百万円含ま

れております。

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

※１ これは装置に充填している触媒の回収見込額及び

未償却額であります。

※１          同左

 

※２ 担保に供している資産とこれに対応する債務は次

のとおりであります。

区分 科目
金額 
(百万円)

担保提
供資産

投資有価証券 2,513

対応 
債務

長期借入金 
(１年内に返済するものを含む)

1,109

 

※２ 担保に供している資産とこれに対応する債務は次

のとおりであります。

区分 科目
金額 
(百万円)

担保提
供資産

投資有価証券 1,172

対応
債務

長期借入金
(１年内に返済するものを含む)

539

※３ 有形固定資産の減価償却累計額は179,529百万円

であります。

※３ 有形固定資産の減価償却累計額は182,697百万円

であります。

※４ 有形固定資産の取得価額から、国庫補助金等によ

る圧縮記帳額1,049百万円が控除されております。

※４ 有形固定資産の取得価額から、国庫補助金等によ

る圧縮記帳額1,049百万円が控除されております。

 

 

※５ 会社が発行する株式総数

             普通株式 424,000,000株

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行わ

れた場合には、これに相当する株式数を減ずる

こととなっております。

   発行済株式総数   普通株式 194,881,287株

 

※５ 会社が発行する株式総数

           普通株式 424,000,000株

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行わ

れた場合には、これに相当する株式数を減ずる

こととなっております。

  発行済株式総数  普通株式 194,881,287株

※６ 自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

4,131,376株であります。

※６ 自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

6,732,015株であります。

※７ 関係会社に対する主な資産、負債

   区分掲記した以外で各科目に含まれているものは

次のとおりであります。

売掛金 16,155百万円

未収入金 123百万円

買掛金 5,436百万円

※７ 関係会社に対する主な資産、負債

   区分掲記した以外で各科目に含まれているものは

次のとおりであります。

売掛金 19,658百万円

未収入金 202百万円

買掛金 6,642百万円



 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 ８ 偶発債務

 (1) 保証債務残高

   下記のとおり銀行借入等に対し、連帯保証を行っ

ております。

被保証者名 摘要
金額
(百万円)

エヌエイ・インダストリーズ 
Inc.

関係会社 3,866

PT.ニッポンショクバイ・イン
ドネシア

〃 3,200

アメリカン・アクリルL.P. 〃 2,363

日触化工（張家港）有限公司 〃 1,120

日本蒸溜工業㈱ 〃 250

合計 ― 10,799

 ８ 偶発債務

 (1) 保証債務残高

   下記のとおり銀行借入等に対し、連帯保証を行っ

ております。

被保証者名 摘要
金額 
(百万円)

エヌエイ・インダストリー
ズ Inc.

関係会社 3,289

アメリカン・アクリルL.P. 〃 2,584

日触化工（張家港）有限公司 〃 1,120

PT.ニッポンショクバイ・イン
ドネシア

〃 587

日本蒸溜工業㈱ 〃 209

合計 ― 7,790

 

(2) 保証予約債務残高

   下記のとおり銀行借入に対し、保証予約を行って

おります。

被保証者名 摘要
金額
(百万円)

日触化工(張家港)有限公司 関係会社 1,394

エヌエイ・インダストリーズ
Inc.

〃 644

合計 ― 2,038

 

(2) 保証予約債務残高

   下記のとおり銀行借入に対し、保証予約を行って

おります。

被保証者名 摘要
金額 
(百万円)

日触化工(張家港)有限公司 関係会社 822

合計 ― 822

 ９ 配当制限

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は、5,582

百万円であります。

 ９ 配当制限

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は、

12,160百万円であります。



(損益計算書関係) 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 売上高には、関係会社との取引額が、42,770百万

円含まれております。

※１ 売上高には、関係会社との取引額が、50,319百万

円含まれております。

※２ 低価法による当期分評価損繰入額(前期分評価損

戻入調整前)は、製商品457百万円、原材料63百万

円、貯蔵品21百万円、仕掛品19百万円であります。

※２ 低価法による当期分評価損繰入額(前期分評価損

戻入調整前)は、製商品40百万円、原材料13百万

円、貯蔵品21百万円、仕掛品7百万円であります。

※３ 売上原価と販売費及び一般管理費には、関係会社

との取引額が、30,175百万円含まれております。

※３ 売上原価と販売費及び一般管理費には、関係会社

との取引額が、35,599百万円含まれております。
 

※４ 原材料 13百万円 その他 17百万円 ※４ 原材料 1百万円
 

※５ 原材料差益 456百万円 ※５ 原材料差益 1,455百万円
 

※６ 原材料 1,242百万円
販売費及び 
一般管理費

123百万円

経費 57百万円
たな卸資産 
廃棄損

21百万円

その他 120百万円

※６ 原材料 1,966百万円 貯蔵品 297百万円

販売費及び
一般管理費

284百万円
たな卸資産 
廃棄損

76百万円

経費 23百万円 その他 292百万円

※７ 営業外収益のうち、関係会社との取引額は次のと

おりであります。

受取利息 27百万円 受取配当金 716百万円

技術料 1,048百万円
不動産 
賃貸料

369百万円

雑収益 119百万円

※７ 営業外収益のうち、関係会社との取引額は次のと

おりであります。

受取利息 10百万円
受取 
配当金

1,360百万円

技術料 1,405百万円
不動産 
賃貸料

355百万円

雑収益 189百万円
 

※８ 設備賃貸料 104百万円 その他 169百万円 ※８ 雑品売却益 264百万円 その他 755百万円



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※９ 減損損失

   当期において、以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。

場所 用途 種類

大阪本社 

(福井県小浜市)

賃貸資産 土地、建物 

および構築物

川崎製造所 

(神奈川県 

川崎市)

ビニル 

ピロリドン 

製造設備

機械装置、 

構築物、建物 

および 

工具器具及び 

備品

  資産のグルーピングは、管理会計上の区分に基づき

決定しました。

  福井県に所有する賃貸資産については、近年の地価

下落等により収益性の改善が見込まれないので、当該

資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(371百万円)として特別損失に

計上しました。その内訳は、土地333百万円、建物37

百万円、構築物１百万円であります。なお、当該資産

グループの回収可能価額は使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを1.7％で割り引いて算

定しております。

  川崎製造所のビニルピロリドン製造設備について

は、同製品の市場拡大が見込まれず製品価格も低下

し、今後経常的な損失の発生が予想されますので、当

該資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失(108百万円)として特別損

失に計上しました。その内訳は、機械装置101百万

円、構築物４百万円、建物３百万円、工具器具及び備

品０百万円であります。なお、当該資産グループの回

収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャ

ッシュ・フローを1.7％で割り引いて算定しておりま

す。

 

―――

   

  

※10 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

9,189百万円

※10 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

9,699百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額
 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

工具器具 
及び備品

346 233 113

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

工具器具
及び備品

335 284 51

  なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しております。

同左

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 68百万円

１年超 45百万円

計 113百万円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の

割合が低いため、「支払利子込み法」により算定して

おります。

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 30百万円

１年超 22百万円

計 51百万円

同左

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 93百万円

減価償却費相当額 93百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 69百万円

減価償却費相当額 69百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法により算定しております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

  （減損損失について）

  リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。

  （減損損失について）

同左



(有価証券関係) 

前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 

(平成17年３月31日)

当事業年度 

(平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

繰延税金資産

投資有価証券等 4,012百万円

減損損失 1,562百万円

退職給付引当金 1,141百万円

修繕引当金 823百万円

減価償却費 701百万円

賞与引当金 655百万円

未払事業税 426百万円

その他 646百万円

繰延税金資産小計 9,965百万円

評価性引当額 △3,205百万円

繰延税金資産合計 6,761百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △3,816百万円

固定資産圧縮積立金 △336百万円

特別償却準備金 △47百万円

繰延税金負債合計 △4,199百万円

繰延税金資産の純額 2,561百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

繰延税金資産

投資有価証券等 3,989百万円

退職給付引当金 1,578百万円

減損損失 1,507百万円

修繕引当金 1,001百万円

賞与引当金 700百万円

減価償却費 678百万円

未払事業税 461百万円

その他 1,370百万円

繰延税金資産小計 11,284百万円

評価性引当額 △4,294百万円

繰延税金資産合計 6,990百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △8,312百万円

固定資産圧縮積立金 △335百万円

特別償却準備金 △235百万円

繰延税金負債合計 △8,881百万円

繰延税金負債の純額 △1,891百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

試験研究費特別控除 △5.6％

受取配当金等永久に益金に算入されな

い項目
△1.3％

回収時期未定の一時差異 0.8％

交際費等永久に損金に算入されない項

目
0.4％

外国税額控除 △0.4％

その他 1.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.1％

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

回収時期未定の一時差異 4.7％

試験研究費特別控除 △4.4％

受取配当金等永久に益金に参入されな

い項目
△1.7％

外国税額控除 △0.7％

交際費等永久に損金に参入されない項

目
0.3％

その他 △1.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.0％



(１株当たり情報) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１株当たり純資産額 697.19円 １株当たり純資産額 788.11円
 

１株当たり当期純利益金額 57.20円 １株当たり当期純利益金額 76.61円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

 １株当たりの当期純利益金額の算定上の基礎は、次の

とおりであります。

当期純利益 11,063百万円

普通株主に帰属しない金額 110百万円

(うち利益処分による役員賞与金) (110百万円)

普通株式に係る当期純利益 10,953百万円

普通株式の期中平均株式数 191,486千株
 

 １株当たりの当期純利益金額の算定上の基礎は、次の

とおりであります。

当期純利益 14,502百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る当期純利益 14,502百万円

普通株式の期中平均株式数 189,287千株



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

三洋化成工業㈱ 5,528,976 5,888

㈱みずほフィナンシャルグループ 5,416.780 5,216

東洋インキ製造㈱ 7,138,371 4,347

㈱りそなホールディングス 7,783.031 3,152

㈱カネカ 1,853,000 2,615

㈱三菱東京ＵＦＪフィナンシャル・グループ 750.900 1,352

野村ホールディングス㈱ 485,166 1,274

ＪＳＲ㈱ 300,000 1,050

扶桑化学工業㈱ 237,250 923

協和醗酵工業㈱ 677,143 582

住友化学㈱ 600,000 575

三井化学㈱ 650,000 563

大阪瓦斯㈱ 1,184,717 507

㈱みずほフィナンシャル 
グループ(優先)

500 500

三井住友海上火災保険㈱ 254,000 407

サウディ石油化学㈱ 37,245 372

㈱トーメン 1,730,046 360

高圧ガス工業㈱ 446,000 343

栗田工業㈱ 129,282 326

関西ペイント㈱ 283,500 306

長瀬産業㈱ 166,617 264

みずほインベスターズ証券㈱ 617,000 246

ユシロ化学工業㈱ 67,320 220

㈱日興コーディアルグループ 110,974 216

新日本石油㈱ 231,000 213

第一実業㈱ 320,000 206

ダイビル㈱ 151,499 205

日本ペイント㈱ 335,022 197

久光製薬㈱ 63,735.788 187

総研化学㈱ 40,000 184

新日本製鐵㈱ 372,294 170

その他69銘柄 3,772,118.427 2,223

計 27,796,726.926 35,188



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 機械装置の当期増加額の主なものは、高吸水性樹脂製造設備、機能性化学品製造設備であります。 

２ 建設仮勘定の当期増加額の主なものは、アクリル酸製造設備、高吸水性樹脂製造設備であります。 

３ 無形固定資産の「その他」は、ソフトウェア仮勘定であります。 

  

資産の種類
前期末 
残高 
(百万円)

当期 
増加額 
(百万円)

当期
減少額 
(百万円)

当期末
残高 
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は 

償却累計額
(百万円)

当期末
減損損失 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引 
当期末残高
(百万円)

有形固定資産

建物 29,992 1,846 345 31,493 19,763 162 850 11,568

構築物 18,450 694 72 19,071 15,134 478 434 3,460

機械装置 150,141 7,248 1,620 155,768 137,444 322 3,219 18,002

車両及び運搬具 294 136 30 400 258 ― 25 142

工具器具及び備品 11,141 1,181 281 12,041 10,099 0 754 1,943

土地 23,231 312 ― 23,542 ― ― ― 23,542

建設仮勘定 4,661 17,959 10,881 11,739 ― ― ― 11,739

有形固定資産計 237,909 29,375 13,230 254,055 182,697 962 5,282 70,396

無形固定資産

営業権 551 ― ― 551 441 ― 110 110

特許権 65 56 42 80 32 ― 15 48

借地権 170 ― ― 170 ― ― ― 170

商標権 1 ― ― 1 0 ― 0 1

ソフトウェア 2,940 108 24 3,023 1,395 ― 602 1,628

電話加入権 17 ― ― 17 ― ― ― 17

施設利用権 608 ― 6 602 407 ― 40 196

その他 39 34 52 21 ― ― ― 21

無形固定資産計 4,391 198 123 4,466 2,275 ― 767 2,191

長期前払費用 1,620 83 216 1,487 705 ― 118 782

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― ―



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期末における自己株式数は6,732,015株であります。 

２ その他資本剰余金の当期増加額は、自己株式の処分によるものであります。 

３ 任意積立金の当期増加額及び当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) １ 貸倒引当金の当期減少額(その他)は、一般債権の貸倒実績率に基づく洗替による戻入額21百万円及び個別債

権の回収等による減少額24百万円であります。 

２ 役員退職慰労引当金の当期減少額(その他)は、長期未払金への振替によるものであります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(百万円) 16,529 ― ― 16,529

資本金のうち 
既発行株式

普通株式(注) (株) (194,881,287) (―) (―) (194,881,287)

普通株式 (百万円) 16,529 ― ― 16,529

計 (株) (194,881,287) (―) (―) (194,881,287)

計 (百万円) 16,529 ― ― 16,529

資本準備金及び 
その他資本剰余
金

(資本準備金)

株式払込剰余金 (百万円) 13,562 ― ― 13,562

(その他資本剰余金)

自己株式処分差益 (百万円) 3 0 ― 3

計 (百万円) 13,565 0 ― 13,565

利益準備金及び 
任意積立金

(利益準備金) (百万円) 3,920 ― ― 3,920

(任意積立金)

配当準備積立金 (百万円) 760 ― ― 760

特別償却準備金 (百万円) 106 ― 37 69

固定資産 
圧縮積立金

(百万円) 495 ― 2 492

別途積立金 (百万円) 80,165 8,000 ― 88,165

計 (百万円) 85,446 8,000 40 93,406

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 169 28 16 45 137

賞与引当金 1,613 4,356 4,244 ― 1,725

役員賞与引当金 ― 120 ― ― 120

修繕引当金 2,026 3,398 2,959 ― 2,466

役員退職慰労引当金 283 23 ― 306 ―



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

１ 現金及び預金 

  

 
  

２ 受取手形 

  

 
  

受取手形期日別内訳 

  

 
  

３ 売掛金 

  

 
  

区分 現金

預金

合計
当座預金 普通預金 定期預金 計

金額(百万円) 7 3,387 6,445 25 9,856 9,863

相手先 金額(百万円)

日光ケミカルズ㈱ 93

㈱寺岡製作所 30

白石産業㈱ 21

イビデン㈱ 16

その他 78

計 237

期日 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 計

金額(百万円) 60 54 48 69 6 0 237

相手先 金額(百万円)

ニッポンショクバイ・ヨーロッパN.V. 6,588

㈱アイシーティー 4,884

㈱新立 4,208

㈱トーメン 3,704

伊藤忠ケミカルフロンティア㈱ 2,536

その他 31,598

計 53,518



売掛金滞留状況及び回収状況 

  

 
  

４ たな卸資産 

  

 
  

５ 関係会社株式 

  

 
  

前期繰越金 
(Ａ) 
(百万円)

当期発生高 
(Ｂ) 
(百万円)

当期回収高 
(Ｃ) 
(百万円)

当期末残高
(Ｄ) 
(百万円)

回収率(％)

(
Ｃ

)×100
Ａ＋Ｂ

平均滞留日数
(日)

365×
(Ａ＋Ｄ)÷２

Ｂ

48,536 177,465 172,483 53,518 76.3 104.9

科目 区分 金額(百万円)

製商品

基礎化学品 4,189

機能性化学品 6,632

環境・触媒 14

計 10,835

原材料

基礎化学品 640

機能性化学品 1,196

環境・触媒 4,330

計 6,166

仕掛品

基礎化学品 365

機能性化学品 380

環境・触媒 5,692

計 6,437

貯蔵品

基礎化学品 463

機能性化学品 644

環境・触媒 369

計 1,475

会社名 金額(百万円)

PT.ニッポンショクバイ・インドネシア 7,512

ニッポンショクバイ・ヨーロッパN.V. 5,203

エヌエイ・インダストリーズInc. 4,419

シンガポール・グレーシャル・アクリリックPte Ltd 1,584

その他 6,027

計 24,745



６ 買掛金 

  

 
  

７ 長期借入金 

  

 
(注) シンジケートローンは、㈱りそな銀行をアレンジャーとするその他金融機関３社からの協調融資であります。 

  

相手先 金額(百万円)

新日本石油化学㈱ 5,171

グローバル・ビジネス・コーポレーション 2,826

㈱アイシーティー 2,825

丸善石油化学㈱ 1,370

日本ポリマー工業㈱ 1,266

その他 18,668

計 32,126

相手先 金額(百万円)

シンジケートローン 5,000

日本生命保険(相) 2,800

第一生命保険(相) 1,780

住友生命保険(相) 1,260

㈱りそな銀行 750

その他 1,762

計 13,352



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 単元未満株式の買増し並びに株券喪失登録事務に関する概要 

１ 単元未満株式の買増し 

取扱場所・株主名簿管理人・取次所は上記のとおり 

買増手数料    無料 

受付停止期間   当社基準日から起算して12営業日前から基準日まで 

２ 株券喪失登録 

登録手数料    申請１件につき   10,000円 

         株券１枚につき     500円 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券、10,000株券、100,000株券、1,000株未満の株数を表示した株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社大阪証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社本店及び全国各支店並びに
野村證券株式会社本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社大阪証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社本店及び全国各支店並びに
野村證券株式会社本店及び全国各支店

  買取手数料 無料

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第93期)

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成17年６月22日 
関東財務局長に提出。

(2) 
 

半期報告書 
 

(第94期中) 
 

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

平成17年12月12日 
関東財務局長に提出。

(3) 訂正発行登録書 平成17年６月22日

平成17年12月12日

関東財務局長に提出。

(4) 
 

自己株券買付状況 
報告書

平成17年４月12日 
平成17年５月９日

平成17年６月10日

平成17年７月11日

平成17年８月11日

平成17年９月９日

平成17年10月14日

平成17年11月10日

平成17年12月14日

平成18年１月10日

平成18年２月14日

平成18年３月13日

平成18年４月12日

平成18年５月11日

平成18年６月12日

関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月22日

株式会社日本触媒 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社日本触媒の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社日本触媒及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  橋  嗣  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  市  田     龍  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月21日

株式会社日本触媒 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社日本触媒の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社日本触媒及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  橋  嗣  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  市  田     龍  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月22日

株式会社日本触媒 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社日本触媒の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第93期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社日本触媒の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  橋  嗣  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  市  田     龍  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月21日

株式会社日本触媒 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社日本触媒の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第94期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社日本触媒の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  橋  嗣  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  市  田     龍  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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